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③廃止

1

浦安市自主防
災組織防災器
材等購入補助
金 (防災課)

事業補助

10,956 ●

近隣市と比較して、防災器材の購入に
際して、購入品目を厳格に定めておら
ず、自主防災組織の防災意識に関する
自主性の向上を推進している。

防災器材等の充実は、自主防災組織の育成に不可欠であり、災害か
らの被害軽減の効果が大きいと考えられる。このようなことから、
今後においても当該補助金制度を継続し、各自主防災組織に活用い
ただくことで、市内全域の防災力を強化していく必要があると考え
る。

① ②
防災機材としての補助対象購
入品目の設定や絞込みが必要
であり、それがないと自治会
毎の装備に格差が生じる。補
助対象と標準装備の基準明確
化が必要。

2

浦安市自主防
災組織設立及
び事業費補助
金 (防災課)

事業補助

1,950 ●

近隣市と比較して、補助金の交付に際
して、活動内容の定義を厳格に定めて
おらず、自主防災組織の防災意識に関
する自主性の向上を推進している。

地域防災力の中心となる自主防災組織の実施する訓練などを支援す
ることは、災害時の被害軽減の効果が大きいと考えられる。このよ
うなことから、今後も当該補助制度を継続し、各自主防災組織に有
効に活用いただくことで、市内全域の防災力を強化していく必要が
あると考える。

① ②
防災活動に対する補助とし
て、妥当な事業の見極めが必
要(飯盒炊飯イベントや備蓄
食料の試食会などを毎年繰り
返している事例など)

3

浦安市受水槽
緊急遮断装置
設置補助金
(防災課）

事業補助

0 ●

他市と比較しても同様の補助金は交付
しておらず、液状化の危険度も高い浦
安市独自の取り組みであるといえる。

災害時における飲料水の確保については、生命の維持に直結する課
題であるため、受水槽の緊急遮断装置の設置については、新設時に
おいては、浦安市宅地開発事業等に関する条例に基づく指導を行
い、既設備については、当該補助制度を継続し、受水槽への緊急遮
断装置の設置の拡大に努めていく必要があると考えている。

① ①
○周辺住民へ、そこに水源が
あることの周知と、緊急時に
受水槽の水を提供するという
意識付けを行い、有事の際に
活用されるような対応が必
要。

4

浦安市納税貯
蓄組合連合会
補助金
(収税課)

事業補助

200 ●

近隣の自治体で、江戸川区は継続して
補助金の交付を行っている。納税貯蓄
組合連合会の運用や補助金の交付にお
いては、本市と同様の運用を行ってい
る。しかし、昨今の状況に目を向ける
と、補助金の交付を廃止している近隣
の市もあるため、本市でも補助金の交
付について、今後検討の余地があると
思慮している。

税金は、より良い行政サービスを安定的に持続させていくための根
幹をなすものである。納税貯蓄組合連合会で行っている「市民まつ
り」事業や「中学生の税についての作文」事業は、現在を担う世代
への納税啓発はもちろん、次世代を担う世代に対して、税について
の関心や理解を深めることを目的とした有意義なものとなってい
る。現状としては、現行のまま継続していく見通しであるが、今後
は他自治体へのヒヤリングの実施や本市における本事業の費用対効
果等を見直したうえで、運用を検討していきたい。

① ②
補助金の交付を廃止する自治
体があることも踏まえ、補助
の必要性を検討すべき

5

浦安市原子爆
弾被爆者団体
育成補助金
(地域ネット
ワーク課)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

100 ●

近隣市では被爆者団体は存在するが、
補助金は交付していない。

戦後72年が経過し平和意識の希薄化が一層懸念されているが、本市
では昭和60年3月29日に非核平和都市宣言を行い、以来、市民に対し
核兵器の廃絶および恒久平和理念の浸透を図るため、原爆被災展を
はじめ各種の非核平和事業を推進している。特に次世代を担う児
童・生徒など若年層への平和意識を醸成する啓蒙活動が重要なこと
から、全市立小中学校を対象とした被爆体験講話や被爆パネル等を
活用した展示、平和学習青少年派遣事業による中学生の長崎派遣、
親子平和バスツアーの開催等を積極的かつ継続して実施している。
そのような中で、非核平和事業をより効果的に推進し、一人でも多
くの聴講者に戦争の悲惨さや核兵器の恐ろしさ、平和の尊さへの理
解を深めていただくため、実際に原爆の被爆体験をされた方々が会
員であり非核平和活動の推進にあたられている市民団体「浦安被爆
者つくしの会」には、語り部活動を中心にこれまでも多大なご協力
とご尽力をいただいている。被爆の実相を直に知る被爆体験者の
方々による非核平和活動の公益性、重要性は極めて高く、本市の各
種非核平和事業の推進にとって不可欠なことから、引き続き当団体
への補助金支援は必要と考える。なお、運営、事業、予算、決算の
具体的な内容把握と効果等を十分検証し、各年度の運営・事業等の
内容に適合した補助金申請であるか精査していく必要がある。

① ②
★補助金の使途や目的の点か
ら見直し、補助金の必要性を
検証するべきである。

6

浦安市自治
会・自治会連
合会運営費補
助金(地域
ネットワーク
課)

運営補助

43,330 ●

運営費補助金を交付している近隣市と
比較しても、本市の補助金額は高い水
準にあるといえる。

相互扶助の精神と積極的な住民自治意識のもと、自治会が各地域に
おいて安全で安心な明るく住みよいまちづくりの中核を担い、親
睦、交流活動をはじめ、防災、防犯、環境、美化活動等を活発に展
開することで住民同士や近隣地域間の連帯や融和とともに本市の一
層の発展に寄与する良好なコミュニティ形成に繋がるなど、公益性
や必要性が非常に高いことから、自治会活動に対する補助金支援は
引き続き必要と考える。
一方で今後においては、住民自治意識の高揚促進と絡め安易に補助
金に頼ることなく、より自立した自治会活動の促進を図り、市と自
治会が円滑に連携協力して相互に役割を担い協働する中で、効果的
に自治会活動を支援していくことが重要である。
以上の点を踏まえつつ、自治会に対する補助金は現在の運営費補助
から事業費補助への移行や補助金交付額の見直しを念頭に置き、自
治会との調整、事前周知期間等を考慮した具体的な変更時期などを
含め、他の自治体の状況等も参考にしながら、平成３２年度での変
更を目標に検討していく。

②
補助額の見直
し、事業費補助
への移行

②
★自治会連合会の役割の確認
と、単位自治会への補助金統
合検討、また、自治会への補
助が他市に比べ手厚い状況を
踏まえ、例えば、相応の受益
者負担として、各自治会への
光熱水費に関する実費負担を
求めていくべきである。

交付開
始年度

交付先 対象事業の内容

昭和55年
度

各自主防災組織 インターネットで器材を購入する際、
価格の変動が激しく、その都度変更申
請をだす必要があり、手続きが煩雑化
してしまう。

受水槽を設置している者が
当該受水槽に緊急遮断装置
を設置した場合に、その設
置に要した費用の一部に対
し、予算の範囲内において
補助金を交付する

防災の手引きをはじめ、市ホームペー
ジや広報うらやすに掲載しているほ
か、関連課の関係事業などを通じPRを
行っているが、平成20年度以降では4件
しか補助金交付実績はない。

補助金の課題

防災活動を行う上で必要な
防災器材等

各自主防災組織 市民の防災意識の高揚と市民生活の安全
確保を図るため、自主防災組織が行う自
主防災事業に要する経費について、補助
金を交付する。

自主防災組織の設立または
運営

特になし。

市内に受水槽を
設置しているも
のであって、当
該受水槽に緊急
遮断装置を設置
した者。

受水槽を設置している者が当該受水槽に
緊急遮断装置を設置した場合に、その設
置に要した費用の一部に対し、補助金を
交付することにより、災害時における飲
料水の確保を図ることを目的とする。

交付の目的・必要性
終了予
定年度

昭和58年

浦安市納税貯蓄
組合連合会

納税貯蓄組合法(昭和26年法律第145号)
第10条の2の規定により設置した浦安市
納税貯蓄組合連合会の健全な発達や納税
啓発活動の推進、税知識の普及、納税意
識の高揚を図るため、補助金の交付を
行っている。

住民の防災意識の高揚と自主防災組織の
育成を推進するため、自主防災活動が防
災活動を行う上に必要な防災器材等の購
入に対し、補助金を交付する。

平成10年
度

平成8年
度

浦安市納税貯蓄組合連合会
が行なう市民を対象とする
納税啓発事業に対して補助
を行うものである。
・「中学生の税についての
作文」の審査、表彰
・市民まつりにおける税の
広報活動
・会報誌「うらやす納連」
の発行

補助金の交付を廃止している自治体も
増えてきているため、今後の補助金の
交付を継続していくかどうかなど今後
の運用そのものが課題である。

平成5年
度

浦安被爆者つく
しの会

被爆者団体を育成することにより、その
活動を通じて、市民に核兵器の廃絶及び
恒久平和の理念を浸透させるとともに、
被爆者の福祉の増進を図るため、被爆者
団体の運営及び事業に要する経費の一部
に対し、補助金を交付するもの。

浦安被爆者つくしの会の運
営及び事業

被爆者の高齢化が進む中、いつまで被
爆者団体が事業を継続できるか。

昭和55年
度

自治会及び自治
会連合会

市内の自治会及び自治会連合会の健全な
運営を促進することにより、住民の福祉
の増進を図る。

自治会及び自治会連合会の
運営

昭和５０年代の開発初期と比べて時代
背景や市民のニーズ、行政のかかわり
方などが大きく変化している。開発初
期においては行政が主導してコミュニ
ティの醸成を図り街づくりを進めてい
く必要があった。成熟期である現在
は、市民自らが住民自治を行っていく
必要があり、また補助金交付による自
治会加入率の上昇も見込みにくいこと
からすると、補助金のあり方そのもの
を見直す時期にあると考えられる。
補助金額や事業費補助への移行など、
交付内容、方法についても他市町村の
基準を参考に見直す必要がある。
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交付開
始年度

交付先 対象事業の内容 補助金の課題交付の目的・必要性
終了予
定年度

7

浦安市ふるさ
とづくり推進
協議会運営費
補助金(地域
ネットワーク
課)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

83,500 ●

当該補助事業は、本市独自の歴史的背
景から設置されたもので、近隣自治体
でも類似が少ない本市独自の補助事業
である。

当協議会は、本市の開発の進展に伴う新たな地域の広がりや新住民
の増大等を踏まえ、新しいふるさとづくりのための市民運動を全市
的、総合的に推進し、心のふれあう明るく住みよい地域社会を築く
ため、市が主導し設立に至った経緯があり、現在、自治会をはじめ
教育、スポーツ、福祉、経済等のさまざまな分野にわたる386団体の
構成のもと幅広い年齢層を対象に、市民のふるさと意識および地域
間や住民相互の融和と連帯意識の醸成を図る事業を展開している。
当協議会の設立趣旨および事業目的については公益性、必要性とも
非常に高いことから引き続き補助金支援は必要と考える。一方、最
大イベントである花火大会は補助金総額8,600万円のうち90パーセン
ト強を占め大会総事業費が増額傾向で平成29年度は1億1千万円を超
えていることや企業・個人による協賛金を見込んだ開催運営となっ
ていること、また、その他の事業の今後の有効性等、全体的な検証
を行い事業の見直しや補助額の軽減を図っていく必要がある。

②
参加・対象人数
の限られている
事業や、公益
性・合理性のな
い事業内容を精
査したうえで圧
縮するよう、協
議会へ指導

②
★花火大会については、開催
経費が1.1億にのぽっている
ことから、大会の内容の見直
しを図るべきと考える。

★また、花火大会の開催趣旨
を地域・ふるさとづくりか
ら、産業振興として、地元産
業界がより主体的に参加でき
るようにしたらどうか。

8

浦安市国際交
流推進関係団
体補助金 (地
域ネットワー
ク課)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

4,600 ●

近隣自治体においても補助対象と補助
対象外経費に分け補助金額を精査して
いるが、補助限度額が無いところが多
い。
また、補助金額については団体の規模
により違い、補助の対象が事業費のみ
か運営費及び事業費なのかは近隣自治
体においても様々である。

国際社会のグローバル化の進展により外国人にも住みやすい多文化
共生が一層求められている中で、本市の各種国際施策においては市
民の国際理解および市民が主体の国際交流を積極的に推進するため
市内の国際交流団体の支援を行っている。当団体は、これまでも市
民の視点から幅広い草の根活動を継続的かつ活発に展開し、特に姉
妹都市の選定協力および、その後に姉妹都市提携した米国オーラン
ド市との親善交流の発展に多大な貢献をしているほか、日本人市
民、浦安在住外国人、留学生を対象とした外国語講座、日本語学習
支援、日本文化紹介、グローバル講座、在住外国人会との交流イベ
ント等の事業活動を通じ、市内各地域の多くの市民の国際理解を深
め、また、国際交流、国際親善への関心を高めている。これらの活
動の公益性、必要性は非常に高く、今後はさらに在住外国人の増加
や2020年の東京オリンピック・パラリンピックに伴う外国人来訪者
の増加も見込まれることなどから、益々、多文化共生の推進と発展
が求められるため、引き続き当団体への補助金支援は必要と考え
る。なお、当団体の運営、事業、予算、決算の具体的な内容把握と
効果等を十分検証し、各年度の運営・事業等の内容に適合した補助
金申請であるか精査していく必要がある。

②
UIFA特別会計の
使途を明確にす
るよう指導。

②
★繰越金の実態を踏まえ、補
助金の必要性を検討する。

★繰越金が補助金に対比して
過大であれば、補助金支出を
凍結するか、相当分を減額す
る。

9

浦安在住外国
人会補助金
(地域ネット
ワーク課)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

600 ●

近隣自治体では様々な国籍の在住外国
人市民が主体となって様々な視点に立
ち活動を行っている団体がそもそも無
く、比較できない。

国際社会のグローバル化の進展により外国人にも住みやすい多文化
共生が一層求められている中で、本市の各種国際施策においては市
民の国際理解および市民が主体の国際交流を積極的に推進するた
め、市内の国際交流団体の支援を行っている。当団体は、市が主導
し設立に至った経緯があるが、外国人同士の親睦と相互協力を深め
るとともに、国際交流協会等とも連携しながら、さまざまな事業を
通じて地域の市民とのコミュニケーションを図る活動を行ってお
り、語学クラス事業をはじめ書道ワークショップ、チャリティ事業
による災害被災地域への支援およびアート作品展示会の開催等を通
じて、多文化共生社会の形成や国際交流、国際理解の促進を図り、
公益性、必要性の高い活動を展開している。そのようなことから、
引き続き当団体への補助金支援は必要と考える。なお、当団体の運
営、事業、予算、決算の具体的な内容把握と効果等を十分検証し、
各年度の運営・事業等の内容に適合した補助金申請であるか精査し
ていく必要がある。

① ②
★繰越金額の確認、妥当な状
況であれば継続

10

浦安市防犯協
会運営費補助
金
(防犯課)

運営補助

2,700 ●

特になし 本市では、浦安市安全で安心なまちづくりの推進に関する条例に
おいて、市、市民、自治会等及び事業者がそれぞれの役割を果た
し、相互に連携協力のもとに、「自らの安全は自ら守る」「地域の
安全は地域が守る」ことを基本理念としている。
防犯協会については、この基本理念に基づきこれまでも実効性の

ある防犯活動を市内各地域で各支部が中心となって実践してきてお
り、市内の犯罪認知件数の大幅な減少に大きく貢献している。その
効果的な活動に対する補助金交付の支援については、本市の防犯体
制の確立と共に市民生活における安全・安心の確保の推進に極めて
有効かつ有益であり、継続の必要性は大きいものと考えている。

① ②
★本来警察の関係団体であ
り、市の補助金で運営費を
賄っている現状のあり方を見
直すとして、担当課では以下
のスケジュールを想定してお
りこれを支持する。
平成31年運営のあり方検討
平成32年補助金の見直し

11
市民活動補助
金
(協働推進課)

事業補助

1,200 ●

近隣市においても、同様の補助金制度
を有している。また、他市において
は、交付回数の上限がないものや、同
一事業の申請において団体の更なる活
性化を審査基準としていない自治体も
あるが、本市においては、団体の自立
を促すような申請書の作成や、補助金
の上限額や補助率の設定を行ってい
る。

財政的な支援は、自主性や自発性を損なわず、かつ団体の自立に向
けて取り組むことが求められている。団体が補助金を活用し、一時
的な活性化等にならないよう、継続した団体運営を行うため、審査
や評価で団体の持つ課題等を明らかにし、市民活動センターで支援
を行うとともに、補助金が有効に活用されるよう今後も引き続き制
度の運用を行っていく。

① ②
自立できた団体などの成果、
これまでの実績などを総括
し、本来の目的が達成された
時点、あるいは協働提案への
応募が低迷した段階で、一旦
廃止し、他の協働推進施策へ
転換することを検討すべきで
ある。
また協働事業が補助金交付期
限後も何らかの形で根付いて
いるか検証し、そうでなけれ
ばもはや意義は薄い

12

分譲集合住宅
共用部分復旧
工事資金利子
補給金（住宅
課）

事業補助

20 ●

国・県・近隣市実施なし 東日本大震災により、ライフラインに被害を受けた分譲マンション
の速やかな生活再建の支援として必要な事業。
なお、本補助金を活用したライフラインの復旧が順調に進んだこと
から、平成27年4月10日をもって新規受け付けを終了し、当補助金の
目的は達成されたと考えている。

③既交付決定者
のみの支給であ
り、利子補給対
象期間（５年
間）が終了後、
本補助金も廃止

③

昭和55年
度

浦安市ふるさと
づくり推進協議
会

新しいふるさとづくりを市民運動として
発展させ、もって地域住民のれ延滞を深
め、心のふれあう明るく住みよい地域社
会を築くため、浦安市ふるさとづくり推
進協議会の運営に要する経費の一部に対
し補助金を交付するもの。

浦安市ふるさとづくり推進
協議会の運営及び当該協議
会が実施するふるさとづく
り事業

社会が複雑化する中で、協議会の実施
する事業も、複雑化への様々な対応・
対策のための経費が増加してきてい
る。花火大会の協賛金などの独自財源
の確保を促したい。また、住民の価値
観やニーズの多様化に伴い、本事業の
目的・協議会の活動目的も常に見直し
をしていかなければならない。

昭和63年
度

浦安市国際交流
協会

市民主体の国際交流を推進し、世界に開
かれた都市づくりを進めるために、市内
の国際交流推進団体に補助金を交付す
る。

国際交流協会の運営及び事
業

過去の繰越金や寄付金などにより、平
成28年度末において、UIFA特別会計
18,952,388円を計上している。
この特別会計においては別事業で使用
するよう指導しているが、相当な額が
あるため留意する必要がある。

平成2年
度

浦安在住外国人
会

市民主体の国際交流を推進し、世界に開
かれた都市づくりを進めるために、市内
の国際交流推進団体に補助金を交付す
る。

浦安在住外国人会の運営及
び事業

本市の在住外国人数が近年急激に増加
傾向にあり、多様な人と文化が共存す
る中で、外国人を地域社会の構成員の
一員として受け入れるまちづくりが求
められていることから、より一層ニー
ズに合わせた事業を検討していかなけ
ればならない。

昭和56年
度

浦安市防犯協会 浦安市防犯協会は、犯罪のない明るい地
域社会の実現を目的に、自治会その他の
地域的な共同活動を行う団体及び事業者
の相互協力と連携のもとに、地域・職域
において積極的な自主防犯意識の高揚と
防犯活動を行っており、地域ぐるみの防
犯体制の確立のために、市や警察署等の
関係機関が市民等と連携し様々な防犯施
策を推進していくうえで、その中心的な
役割と効果的な取り組みを担っている団
体である。

防犯意識の啓発及び普及、
犯罪の予防警戒及び自主防
犯活動の推進のための研修
会・地域防犯活動支援・防
犯キャンペーン・青少年の
非行防止及び健全育成のた
めの活動・防犯功労者に対
する表彰・防犯協会ホーム
ページ運営経費など。

協会運営に関わる経費についてはすべ
て市補助金で運営を行っていることか
ら、自主財源の確保が今後必要と思わ
れる。

平成14年
度

市民活動団体※
団体の要件には
市民活動セン
ターの利用承認
などがある。

目 的：市民活動の促進を図るため、団
体が基盤強化や活動の発展に向けて行う
市民活動の事業に要する経費の一部を補
助する。
必要性：少子高齢化などの社会情勢の変
化に伴い、社会的なニーズ・課題は多様
化し、行政だけですべてを解決すること
は難しくなっている。このような中、市
民自らがニーズへの対応や課題解決のた
めに取り組む市民活動の重要性は年々増
している。

市民活動の事業に要する経
費の一部に予算の範囲内で
補助を行う。
補助金には、自立促進事業
（団体の基盤強化に資する
事業。上限１事業10万円）
と活性化事業（団体の活動
の発展に資する事業。上限
50万円）の2種類がある。

補助金制度を活用した団体に対して、
自立に向かうよう支援しているところ
であり、補助金を使わず自立した活動
を行う団体も増えているが、行政との
協働事業に向けて取り組みを行う団体
が少ない。

平成23年
度

平成30年
度

東北地方太平洋
沖地震により、
ライフラインに
被害を受けた市
内の分譲集合住
宅の管理組合

東北地方太平洋沖地震により被害を受け
た分譲集合住宅の管理組合が、ライフラ
インの補修のためにその資金を金融機関
から借り入れた場合において、借入金の
支払い利息について利子補給を行うこと
で、被災住宅の再建を支援し、被災地域
の速やかな復興に資することを目的とす
る

被災者の住宅の再建を支援
し、被災地域の速やかな復
興に資することを目的とす
る。（H27年度で受付け完
了。5年間の利子補給期間に
係る予算）

新規受付が終了しており、今後は交付
決定済者のみが対象となるため、請求
漏れ等がないよう周知していく。

2
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13

浦安市マン
ションみらい
ネット更新費
用助成金(住
宅課)

事業補助

105 ●

国・県・近隣市実施なし 他の住居形態（戸建、賃貸等）と異なり、分譲集合住宅は専有部分
と共用部分から構成されることから、区分所有者間の意思決定の難
しさや技術的及び法律的な専門性など、特有の課題を抱えている。
分譲集合住宅の割合の高い本市において、協働でまちづくりを進め
る観点から、この適正な維持・管理を様々な角度から支援すること
で、良好な住環境の形成に効果があるものとして取り組んでいる。
なお、分譲集合住宅の支援については、既存支援のあり方や新たな
支援策等の検証に取り組んでいく。

① ②
・やめた場合の影響の検証を
したうえで、必要性を検討す
る。

14
浦安市街灯補
助金
(住宅課)

事業補助

12,150 ●

国・県・近隣市実施なし 明るい街づくりと防犯の推進を図ることを目的に創設された制度だ
が、現在、市内の歩道には街灯が整備されており、明るい街となっ
ている。また、各管理組合において、防犯に対する意識は非常に高
く、補助制度を廃止しても自助努力により現状を維持していくこと
が想定される。このため、安全・安心を推進する当初の目的は達成
されたと考え、制度を廃止していく。

③
昭和56年から継
続している制度
であるが時代や
社会情勢にあっ
ておらず、当初
の目的も達成さ
れたため

③
昭和56年から継続している制
度であるが時代や社会情勢に
あっておらず、当初の明るい
街づくりという視点からの目
的も達成されたため、H31廃
止で検討中
これを支持する。

15

浦安市分譲集
合住宅共用部
分修繕等工事
資金利子補給
金(住宅課）

事業補助

2,548 ●

賃貸マンションも対象としている自治
体もあるが、浦安市の場合は合意形成
が難しい分譲マンションのみを対象と
している。

他の住居形態（戸建、賃貸等）と異なり、分譲集合住宅は専有部分
と共用部分から構成されることから、区分所有者間の意思決定の難
しさや技術的及び法律的な専門性など、特有の課題を抱えている。
分譲集合住宅の割合の高い本市において、協働でまちづくりを進め
る観点から、この適正な維持・管理を様々な角度から支援すること
で、良好な住環境の形成に効果があるものとして取り組んでいる。
なお、分譲集合住宅の支援については、既存支援のあり方や新たな
支援策等の検証に取り組んでいく。

① ①
他市の実施状況を確認したう
えで、この低金利時代に合っ
た施策なのか、廃止を含め検
討する。

16

集合住宅エレ
ベーター防災
対策改修支援
補助金（住宅
課）

事業補助

13,164 ●

他市でもエレベーターに対しての補助
金はあるが、浦安市では、エレベー
ター利用の継続性と閉じ込め防止に重
きを置き、利用しやすい補助となって
いる

他の住居形態（戸建、賃貸等）と異なり、分譲集合住宅は専有部分
と共用部分から構成されることから、区分所有者間の意思決定の難
しさや技術的及び法律的な専門性など、特有の課題を抱えている。
分譲集合住宅の割合の高い本市において、災害時における人の移動
の安全性を確保する観点から、区分所有者間の合意形成に資するた
め、当該事業に取り組んでいる。
なお、分譲集合住宅の支援については、既存支援のあり方や新たな
支援策等の検証に取り組んでいく。

① ①

17

浦安市商店街
共同施設設置
等事業費補助
金 (商工観光
課)

事業補助

282 ●

本市と同様の制度が存在するが、対象
となる施設等が各市で異なる

今後も引き続き、商用環境の整備を促進し、商店街の振興を図るた
め実施していくものとする。

① ①

18

浦安市商工業
振興共同事業
補助金
(商工観光課)

事業補助

5,500 ●

本市と同様の制度がある。 今後も引き続き、商工業の振興を図るため実施していくものとす
る。

① ①

20
浦安商工会議
所育成補助金
(商工観光課)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

23,000 ●

近隣市にも同制度は存在するが予算額
は少額である。

団体の自立を促進しなければならない側面もあるが、商工会議所は
なくてはなくてはならない存在であり、支援継続は、地域経済の振
興と活性化にとって必須であるが、補助額・補助の形態については
見直しが必要と考える。

②
補助額(2,700万
円→2,300万円に
減額）・補助形
態の見直し

②
自主財源の確保を促す、ある
いは事業計画の確認により
「育成」としての補助の圧縮
を模索すべきである。ひいて
は、自立を促進すること

21

浦安市浦安市
民まつり事業
補助金
(商工観光課)

事業補助

9,000 ●

一部自治体では負担金の形をとってい
るものの、全般的に運営に係る経費に
ついては補助を実施している状況であ
る。
補助額については、イベントの規模な
どもあり、簡単に比較することは難し
い。

市民まつりは市民相互の交流の場であり、地域の連携、商工振興の
場となっていること存続させていくべきであるが、運営上補助金が
占める割合が大きいことからもイベントでの収入増や経費削減に努
めながら、継続していく。

① ①
ただし現行の事業内容の検証
や他のイベントとの統合を考
える必要がある。

平成20年
度

市内の分譲集合
住宅の管理組合
及び管理組合法
人

各種情報管理・保管の重要性から、（公
財）マンション管理センターが運営する
「マンションみらいネット」への登録が
適正管理に有効であり、これを促進する
ことで、良好な住環境の形成に寄与する
ことを目的とする

「マンションみらいネッ
ト」の登録内容の更新に要
した費用の助成

分譲集合住宅実態調査では、約45%の管
理組合が制度を知らないと答えている
ことから、制度の周知方法について検
討する必要性がある。

昭和56年
度

市内の分譲集合
住宅の管理組合
及び管理組合法
人

分譲集合住宅の管理組合が管理する公衆
の通行の用に供する道路を照明するため
の街灯の新設及び維持管理に要する経費
の全部又は一部について補助することに
より、明るい街づくりと防犯の推進を図
る

分譲集合住宅の管理組合が
管理する公衆の通行の用に
供する道路を照明するた
め、街灯の新設及び維持管
理に要した経費の全部又は
一部について補助する

マンション敷地内に設置された街灯で
あり、管理組合が維持管理費用等を負
担するのは当然であることから、公益
性があるとは考えにくい。

平成10年
度

市内の分譲集合
住宅の管理組合

分譲集合住宅の管理組合が、共用部分の
修繕及び改良工事を行う際、工事資金を
金融機関から借り入れた場合に利子補給
を行うことにより、計画修繕を促進し、
居住水準の向上並びに良好な住環境の維
持及び形成を図り、定住の促進に寄与す
る目的である。

分譲集合住宅の管理組合が
共用部分の修繕及び改良工
事を行う際、工事資金を金
融機関から借り入れた場合
に利子補給を行う

今後、建物及び設備の老朽化に対応し
た計画修繕工事の必要性は一層高ま
る。
しかし、改良を見込んだ長期修繕計画
を策定し、借入金に頼らない適正な修
繕積立金の額に改定できるよう支援を
していく。

平成28年
度

市内の分譲集合
住宅の管理組合
及び管理組合法
人

分譲集合住宅に設置されたエレベーター
の災害時における安全性の向上を図るこ
とで、居住者が安心できる住環境の整備
を推進することを目的とする

エレベーター防災対策改修
工事を行う管理組合等に対
し、工事費の一部を助成す
る

平成28年度からの事業であり、制度内
容等を広く周知していく必要がある。
また、エレベーターの改修には総会で
の決議が必要であることから、適正な
管理組合の運営を支援していく考えで
ある。

商工業振興とイベント等の実施によりコ
ミュニティーの育成を図る。

商工業団体が行う共同宣
伝、共同売り出し事業、情
報化事業、空き店舗活用事
業、研修会、講習会に対し
補助金を交付する。
社会実験事業として、移動
販売事業と施設整備事業に
対し補助金を交付する。

現状は、継続して開催しているイベン
ト事業に対する支援が多い。団体の魅
力をより高めるためにも独自性の高い
活動やその企画力を養う活動に対する
支援も必要と考える。

昭和53年
度

主として中小企
業基本法(昭和
38年法律第154
号)第2条第1項
に規定する中小
企業者が地域的
に組織する次の
商業団体。
(1) 中小企業
等協同組合
(2) 市長が適
当と認める任意
の商業団体

商業環境の整備を促進し、もって商店街
の振興を図る

市内の商業団体が、共同事
業の推進を図るために行
う、共同施設の設置及び当
該施設の維持管理に要する
経費の一部を補助する

時代に即して設備（防犯カメラ等）や
環境負担の軽減に向けた取り組み等、
社会的背景を理解し適正な事業実施を
行うことが必要であると考える。

昭和56年
度

昭和55年
度

浦安商工会議所 商工会議所を育成し、その健全な発展を
図るため、商工会議所の運営に要する経
費の一部に対し補助金の交付を行う。

経営関係相談業務：金融相
談、法律相談、経理相談な
ど
セミナー：経理、労務セミ
ナー、経営セミナー、ＩＴ
セミナーなど
証明書発行：原産地証明、
商標照明
各種検定業務：簿記検定、
珠算検定、販売士検定など
その他：通信教育講座、会
報発行、印刷機・会議室の
貸し出しなど

補助の目的は明確であるが、補助額に
ついては年次的に検討する必要がある
と考える。

平成10年
度

浦安市民まつり
実行委員会

浦安市民まつりは、本市における産業の
振興及び地域経済の進展並びに市民のふ
るさと浦安への意識高揚を図り、もって
本市産業の推進向上に資し、及び地域社
会の連帯感を養うことを主旨としてお
り、浦安市民まつり実行委員会が行う、
市民まつり事業に要する経費に補助金を
交付する。

毎年10月の土・日の2日間、
市役所周辺で実施してお
り、行政関係の事業ＰＲの
ほか、観光物産店、市内商
工業者などによる飲食・物
販・事業ＰＲ、市民のス
テージショーがある。

市民に親しまれた伝統ある祭りではあ
るが、類似のまつりとの再編余地はあ
ると考える。

(1) 中小企業
等協同組合及び
市長が適当と認
める任意の商工
業団体
(2) 複数の商
工業団体が中心
として組織さ
れ、市長が適当
と認める団体

3
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終了予
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23

浦安市遊漁船
業振興事業補
助金
(商工観光課)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

3,420 ●

近隣では同種の事業は行われていな
い。

遊漁船事業の振興を目指し、組合を育成するために必要な事業のた
め、引き続き補助するものと考えている。

① ②
伝統的観光業ではあるが、育
成という段階ではなく、市と
しての必要な事務は委託など
の形で出し、自立を促す必要
がある

24

（社）浦安観
光コンベン
ション協会補
助金(商工観
光課)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

25,000 ●

特になし 観光の取り組みは、毎年の情勢の変化等に柔軟に対応していく必要
があり、これに基づく事業計画等の内容を着実に実行していくこと
が重要です。
本市の観光においてこの取り組みの鍵となるコンベンション協会へ
の補助金については継続実施したいと考えます。

②
補助額を6500万
円→2500万円に
減額

②

26

浦安市民生委
員児童委員協
議会運営費補
助金 (社会福
祉課)

事業補助

3,416 ●

補助金使途や額について、近隣市と比
べて特別というものはなく、同様のも
のとなっている。公益性の高い地域福
祉への貢献、実費弁償の意義からを考
慮すると、民生委員活動の安定した実
施のために必要な交付といえ、今後も
継続すべきものである。

補助金使途や額について、近隣市と比べて特別というものはなく、
同様のものとなっている。公益性の高い地域福祉への貢献、実費弁
償の意義からを考慮すると、民生委員活動の安定した実施のために
必要な交付といえ、今後も継続すべきものである。

① ①
○他市との補助水準比較を行
う

27

浦安市社会福
祉協議会補助
金
(社会福祉課)

混合補助
（運営補
助を主と
する） 77,538 ●

補助金使途は、近隣市と比べて特別と
いうものはなく、同様のものとなって
いる。地域福祉事業の安定した実施の
ために必要な交付といえ、今後も継続
すべきものである。

補助金使途は、近隣市と比べて特別というものはなく、同様のもの
となっている。地域福祉事業の安定した実施のために必要な交付と
いえ、今後も継続すべきものである。

① ②
★繰越金の状況、内部留保の
状況を把握し、実態に応じて
見直しを図る必要がある。

28
浦安市遺族会
事業費補助金
(社会福祉課)

事業補助

1,300 ●

他市では市戦没者追悼式による慰霊行
事が行われいるが、本市は遺族会主催
でのみたま祭りが定例行事となってお
り、補助金額が多くなっているが、み
たま祭りでの支出を除けば、実質的に
補助額は他市に比べて極端に多いとい
うわけではない。

特になし ① ②
★平成32年度から、みたま祭
りと戦没者追悼式のセレモ
ニーを統合する。

29

浦安市保護司
連絡協議会補
助金
(社会福祉課)

事業補助

625 ●

補助金使途や額について、近隣市と比
べて特別というものはない。犯罪予
防、更生保護に取り組む意義を考慮す
ると、公益性が高く、安定した実施の
ために必要な交付といえ、今後も継続
すべきものである。

補助金使途や額について、近隣市と比べて特別というものはない。
犯罪予防、更生保護に取り組む意義を考慮すると、公益性が高く、
安定した実施のために必要な交付といえ、今後も継続すべきもので
ある。

① ①

30

障がい者緊急
時支援事業補
助金（障がい
事業課）

「30-
１」
事業補助
「30-2」
事業補助

19,800 ●

「30-１」
補助創設から平成28年度までは、地域
生活支援事業費等国補助金（1/2）及
び地域生活支援事業費等県補助金
（1/4）の対象となっていたが、平成
29年度から対象外となっている。
近隣市は同様の事業を行っていない。
「30-2」
補助創設から平成28年度までは、地域
生活支援事業費等国補助金（1/2）及
び地域生活支援事業費等県補助金
（1/4）の対象となっていたが、平成
29年度から対象外となっている。
近隣市は同様の事業を行っていない。

「30-１」
身体障がい者が安全に自立した日常生活を営むことができるように
なるためには必要な補助であり、指定事業者への適切な補助金を交
付していきたいと考えます。
「30-2」
知的障がい者が安全に自立した日常生活を送るためには必要な補助
であり、指定事業者への適切な補助金を交付していきたいと考えま
す。

「30-１」
①
「30-2」
①

①
○同性介助の必要性や、現場
の声を確認(利用者、介助者)

31

福祉避難所支
援事業補助金
（障がい事業
課）

事業補助

2,300 ●

他市では実施しておらず、国県要綱に
も定めがなく、浦安市の単独で補助実
施

引き続き、事業所に補助金を交付することにより、福祉避難所の機
能の充実を図り、災害時に要援護者を受け入れる体制の整備を図っ
ていきます。

① ②
終期の設定。備蓄計画や方針
などの作成を行い、計画的か
つ必要な備蓄が実施できるよ
うにすること

現在、社会福祉協議会の運営及び事業
に要する経費として社会福祉協議会の
基礎をなすプロパー職員の人件費及び
地域福祉事業等の経費に対し補助金を
交付しているが、地域福祉事業の増加
により補助金が増加していく可能性が
高い

現在会費収入と補助金で各事業を継続
して行っている。補助金については、
毎年７月に行っている慰霊祭（みたま
祭り）等の経費であるが、会員の高齢
化により会費収入が減少し補助金は重
要な収入源になっている。

国・県・近隣市に同様の制度はない 団体等が主体的目的で行うべきものに対して行政が支援を行ってい
ることからも、その効果・目的達成度などを検証する必要があると
考える。

①

22 530

事業補助

平成元年

浦安遊漁船協同
組合

市内観光業の振興、発展に資するため 遊漁船業の振興にかかるも
の

本市伝統の観光産業として、担う役
割は重要であるため、時代のニーズに
合わせた適切な遊漁船業振興のため
に、引き続き浦安遊漁船協同組合との
協議が必要である。

平成7年

（一社）浦安観
光コンベンショ
ン協会補助金

浦安観光コンベンション協会を育成し、
その健全な発展、事業活動の促進、対外
的な観光ＰＲを図るため

協会の運営及び事業に要す
る経費の一部

協会の主な財源は行政からの補助
金、会員からの会費、観光イベントな
どに於ける収入等により賄われてい
る。現時点では、シティセールス効果
等が高く、市民にとっても、有益な公
益事業を主事業として行っているた
め、補助金を充当せざるを得ない状況
である。
今後は各地で開催されている物産展

等への出店等を通じ、本市観光を広く
PRする等戦略的な活動を促していきた
い。

福祉行政に協力するボランティアとし
て活動している民生委員児童委員が、
地域福祉の推進に果たす役割は大き
く、今後ますますの高齢化進展が見込
まれ、また子育て施策が重視されてい
く中、民生委員児童委員協議会の需要
はま一段と高まることが予想される。

高齢者や子ども、障がい者
などに関する相談・訪問・
連絡等、最近は子育てサ
ポートの体制も強化し、地
域福祉の推進のため活動し
ている

浦安市民生委員児童委員協議会の運営及
び活動内容の充実を図るため、協議会の
運営及び事業に要する経費の一部を助成
する

浦安市民生委員
児童委員協議会

昭和56年
度

昭和55年
度

浦安市遺族会 戦没者遺族の方々の福祉の増進を図るた
め、忠霊塔みたま祭等の自主的な活動を
通して、会員相互の情報交換や親睦を深
め、戦没者の慰霊事業を行っている浦安
市遺族会に対し、活動に要する経費の一
部を助成する

毎年７月15、16の２日間に
渡り、浦安市忠霊塔、忠霊
塔公園内にて浦安市遺族会
が実施する「忠霊塔みたま
祭」の開催経費、千葉県遺
族会が開催する慰霊事業へ
の参加経費等

プロパー職員人件費、地域
福祉活性化事業、ボラン
ティアセンター運営事業、
終活セミナー事業

社会福祉事業の能率的運営と地域福祉の
増進を図る目的で、民間組織としての自
主性と、広く市民や社会福祉団体関係者
に支えられた公共性を持つ社会福祉協議
会に対し、運営費及び事業に要する経費
の一部を補助している

浦安市社会福祉
協議会

昭和56年
度

昭和60年
度

浦安市保護司連
絡協議会

浦安市保護司連絡協議会の運営及び活動
内容の充実を図るため、協議会の運営及
び事業に要する経費の一部を助成する

社会を明るくする運動、更
生保護研究大会、研修会等
の経費

保護司活動の必要性から、活動支援の
ための補助金は今後も継続されるべき
であり、活動の重要性は高まってい
る。

「30-
１」

H26年度
「30-2」
H27年度

「30-１」
浦安市身体障が
い者緊急時支援
事業の実施に関
する規則第９条
第１項に規定す
る指定事業者
（現：社会福祉
法人 宏仁会）
「30-2」
浦安市知的障が
い者緊急時支援
事業の実施に関
する規則第８条
第１項に規定す
る指定事業者
（現：社会福祉
法人 南台五光
福祉協会）

「30-１」
浦安市身体障がい者緊急時支援事業の実
施に関する規則(平成26年規則第29号)に
基づく事業の実施に当たり、同性による
介護又は介助が行えるよう雇用環境等を
整備するため、身体障がい者緊急時支援
事業に要する経費の一部について、補助
金を交付する。
「30-2」
事業の実施に当たり、知的障がい者又は
その同居の家族等からの緊急の通報を受
け、その者の居宅へ訪問し、見守り及び
各関係機関との連絡調整を行えるよう雇
用環境等を整備するため、知的障がい者
緊急時支援事業に要する経費の一部につ
いて、補助金を交付する。

「30-１」
緊急時に対応できる体制整
備のための補助であり、成
果として実績数だけでは測
れない性質のものである。
そういった意味では、利用
者の実際の声やアンケート
調査等から、ニーズの把握
と事業の課題の精査を継続
的に行っていかなければな
らない。
「30-2」
知的障がい者に対し、緊急
の通報を受けた場合に、そ
の者の居宅に支援員を派遣
し、見守り及び各関係機関
との連携を図る。

「30-１」
緊急時に対応できる体制整備のための
補助であり、成果として実績数だけで
は測れない性質のものである。
そういった意味では、利用者の実際の
声やアンケート調査等から、ニーズの
把握と事業の課題の精査を継続的に
行っていかなければならない。
「30-2」
緊急時に対応できる体制整備のための
補助であり、成果として実績数だけで
は測れない性質のものである。
そういった意味では、利用者の実際の
声やアンケート調査等から、ニーズの
把握と事業の課題の精査を継続的に
行っていかなければならない。

平成26年
度

市長と災害時に
おける福祉避難
所の設置及び運
営に関する協定
を締結している
施設の運営事業
者

福祉避難所の機能の充実を図り、災害時
に要援護者を受け入れる体制を整える。

「災害時における福祉避難
所の設置及び運営に関する
協定」を締結している事業
者に対し、福祉避難所にお
ける要援護者の避難生活に
必要となる物資等を購入す
るための費用を補助する。

特になし

浦安市経済団
体事業費補助
金
(商工観光課)

個人事業所及び法人企業の事業経営の健
全な発展を図るため、経済団体が行う事
業経費の一部を負担する

(社)市川青色申告会浦安支
所・(社)市川法人会浦安
北・南地区が実施する事業

本来は各団体が費用等を負担するのは
当然であることから、公益性があると
は考えにくい。

③
事業の意義や市負担の妥当性
から見直しをすべき●

平成14年
度

(社)市川青色申
告会浦安支所・
(社)市川法人会
浦安北・南地区

4
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32

計画相談支援
推進事業補助
金（障がい事
業課）

事業補助

12,960 ●

国や県、また、近隣市では実施してい
ない。

相談支援事業所等を増やすことが急務であるため、引き続き補助金
を交付し、既存の事業所の安定した運営と、新規の事業所の参入を
図っていく。

① ②
★近隣市では実施していない
事業であり、市の役割として
必要なものなのか、再検証す
る必要がある。

33

障がい者等喀
痰吸引等研修
費等補助金
（障がい事業
課）

事業補助

350 ●

国県要綱に定めなく、市の単独で補助
実施。
千葉市でも喀痰吸引等研修の補助金を
実施しているが、浦安市と比較して、
対象経費に人件費が含まれておらず、
補助限度額が45,000円低い。

喀痰吸引等医療的ケアを必要とする障がい者が安心して日常生活を
送れるようにするため、居宅介護事業者に対し、適切な補助金の交
付をしていきたいと考えます。

① ①

34

浦安市障がい
福祉団体事業
費補助金(障
がい事業課)

事業補助

●

国・県において実施なし。
近隣市では船橋市において、1団体1事
業につき10万円を上限に実施してい
る。

引き続き、事業者に補助金を交付することにより、要援護者支援体
制の充実を図っていきます。

① ②
●繰越金の割合が高い団体あ
り、補助金額の見直し検討が
必要

36

浦安市障がい
者グループ
ホーム等運営
費補助金（障
がい事業課）

運営補助

9,642 ●

運営費に関しては、県の要綱どおり実
施している。空室補助については、市
独自の実施となっている。

障がい者等の地域移行を促す観点から、グループホーム運営事業所
への適切な補助金を交付していきたい。

① ①

37

浦安市障がい
者グループ
ホーム施設整
備費補助金
（障がい事業
課）

事業補助

16,630 ●

船橋市においては、グループホームに
消防設備を設置した際の補助金を交付
している。

障がい者が安全に自立した日常生活を送るためには必要な補助であ
り、運営事業者への適切な補助金を交付していきたいと考えます。

① ①

38

浦安市地域活
動支援セン
ター経営事業
費補助金（障
がい事業課）

事業補助

1,785 ●

地域活動支援センターは、障害者総合
支援法で市の必須事業とされているた
め、基礎的事業については国や県の補
助制度はない。機能強化事業部分につ
いてのみ、国及び県の補助制度があ
る。
近隣市では、市川市、船橋市も同様の
補助金を実施しており、他市の予算で
運営する地域活動支援センターを浦安
市の障がい者が利用した場合に、浦安
市利用分の経費を補助することは妥当
と考える。

地域生活支援事業の必須事業であり、障がい者等の社会参加を促す
観点からも、地域活動支援センターへの適切な補助金を継続し交付
していきたいと考えます。

① ①

39

浦安市特定地
域活動支援セ
ンター経営事
業費補助金
（障がい事業
課）

運営補助

40,460 ●

地域活動支援センターは、障害者総合
支援法で市の必須事業とされているた
め、基礎的事業については国や県の補
助制度はない。機能強化事業部分につ
いてのみ、国及び県の補助制度があ
る。
近隣市では、Ⅰ型の地域活動支援セン
ターを補助事業で実施しているのは松
戸市のみ。千葉市、八千代市は委託事
業として行っている。

平成31年度に、要綱を改正し、補助金額も含め見直しを行う予定で
す。平成32年度からは、東の複合福祉施設の中に整備し、事業者に
ついても公募を行うことを考えいてます。

②平成32年度
に、東野複合福
祉施設に当該事
業を整備するた
め、併せて要綱
を改正し、特定
の事業者に対す
る補助金から、
事業者を公募
し、選定した事
業者に交付す
る。

②
平成32年度に、東野複合福祉
施設に当該事業を整備するの
にあわせて、特定の事業者へ
の補助から、公募型の補助へ
と転換する予定。
これを支持する。

40

高齢重度障が
い者介護支援
事業補助金
（障がい事業
課）

運営補助

0 ●

特になし 特になし ① ③
交付実績がないことから、一
旦補助制度の廃止を検討する

医療を必要とする重度障がい者の入所
支援は今後も必要不可欠であるが、補
助金交付の実績がない。

社会福祉法人
「パーソナル・
アシスタンスと
も」

地域活動支援センターⅠ型を設置し、障
がい児・者に対し、交流の場の提供、デ
イプログラム、作業訓練等を行い、地域
において自立した社会経済活動への参加
の促進を図ることを目的としている。
地域活動支援センターは、障害者総合支
援法において、市町村が行う必須事業と
されているため、市町村は、直営、委
託、補助等の形態により、本事業を行っ
ている。

社会福法人パーソナル・ア
シスタンスともが実施する
地域活動支援センターⅠ型
（地域活動支援センターと
も：今川センター・駅前セ
ンター「ほっぷ」）の事業
に対し、補助金を交付す
る。

創設当初は、Ⅰ型の地域活動支援セン
ターを実施できる法人が１法人しかな
かったため、特定の当該法人に対する
補助金となっていたが、現在実施でき
る事業所が増えているため、平成3１年
度に公募を予定している。
また、2か所の実施事業所のうち１か所
は市の所有物件を無償貸与しており、
その貸与物件の老朽化が進んでいる。

計画相談支援及び障害児相談支援の円滑
な実施を促進する

計画相談支援等を実施する
事業者に対し、相談支援専
門員の雇用に要する経費の
一部を補助する

・事務員の仕事量も多いが、事務員の
人件費は対象でない。
・計画作成件数40件という要件につい
て、４０件作成すれば内容は何でも良
いとなってしまう恐れがある。
・計画作成４０件の要件が厳しい。

平成26年
度

障害者総合支援
法に基づく指定
特定相談支援事
業所の指定又は
児童福祉法に基
づく指定障害児
相談支援事業所
の指定を受けて
いる事業者

医療職以外のヘルパー等が
特定の者に対し喀痰吸引等
医療的ケアを行うための研
修を受ける費用等の一部を
補助する。

特になし

平成20年
度

平成27年
度

特定の者に対し
喀痰吸引等医療
的ケアを行うた
めの研修に参加
する医療職以外
のヘルパーを雇
用している事業
者

喀痰吸引等医療的ケアを必要とする在宅
の障がい者が、安心して日常生活を送れ
るよう、喀痰吸引等を実施するヘルパー
を増やす目的で、喀痰吸引等医療的ケア
を行うための研修を受ける費用等の一部
を補助する。

平成26年
度

身体障害者福祉
会、手をつなぐ
親の会、視覚障
害者の会、聴覚
障害者協会他市
内で活動する障
がい福祉団体で
あって、会員数
10人以上、か
つ、活動期間10
年以上の団体
で、市長が必要
と認めたもの

各障がい福祉団体における障がい者の福
祉の増進を図るため、団体が行う事業の
経費に対し、補助金を交付する。

親睦旅行、研修等、各福祉
団体が行う事業の経費に対
し、補助金を交付する。

団体の活動を支援することで、障がい
者の社会参加、自立促進等の向上につ
なげることが目的であるが、年々団体
の高齢化、会員が減少傾向にある。

障害者総合支援
法に規定する共
同生活援助（グ
ループホーム）

障がい者の福祉の増進を図るため、グ
ループホームの施設を運営している事業
者に対して補助金を交付する。

障害者総合支援
法に規定する地
域活動支援セン
ターを経営する
事業者

障がい者の福祉の増進を図るため、地域
活動支援センターの施設を運営している
事業者に対して補助金を交付する。
地域活動支援センターは、障害者総合支
援法において、市町村が行う必須事業と
されているため、市町村は、直営、委
託、補助等の形態により、本事業を行っ
ている。当該補助金は、他市の事業とし
て実施されている地域活動支援センター
を、本市の障がい者が利用しているた
め、当該利用者分の経費を負担する必要
があると考える。

障害者等を通わせ、創作的
活動又は生産活動の機会の
提供、社会との交流の促進
その他の厚生労働省令で定
める便宜を供与する地域活
動支援センター事業に対
し、補助金要綱に規定する
補助金を交付する。

他市の地域活動支援センター利用者を
把握することが難しい。

グループホームの施設を運
営する事業所に対し、補助
金要綱に規定する補助金を
交付する。

なし

平成23年
度

浦安市障がい者
グループホーム
施設整備費補助
金交付要綱第２
条に基づく補助
対象者

障がい者の地域における生活の支援を図
るため、障害者総合支援法第５条第15項
に規定する共同生活援助を行う事業所に
対し、施設整備に要する経費の一部につ
いて、予算の範囲内において、補助金を
交付する。

建物を購入した際の経費お
よび建物の貸借により設置
した際の改修費用等を補助
する。

平成27年度に策定した浦安市障がい者
福祉計画では、市民ニーズ等に基づ
き、平成29年度末までに100床分のグ
ループホームを整備することとしてい
るが、市内の家賃単価が高額であり、
さらに人材不足等の影響もあり、平成
29年10月末現在で、60床分の整備にと
どまっている。

平成20年
度

平成20年
度

平成24年
度

障害者の日常生
活及び社会生活
を総合的に支援
するための法律
第29条第１項に
規定する指定障
害者支援施設

加齢により医療的サービス又は特別な配
慮若しくは支援が必要となった高齢重度
障がい者の福祉の向上を図る

身体障害者手帳1・2級及び
療育手帳を所持する50歳以
上の医療的ケアを必要とす
る方が入所している施設に
対して、高齢重度障がい者
の支援に当たる従業者の人
件費その他の施設の運営に
要する経費の一部について
補助金を交付する

1,960

5
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国県要綱・近隣市補助金との比

較評価
所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性
①現行のまま

継続
②見直して継

続
③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

交付開
始年度

交付先 対象事業の内容 補助金の課題交付の目的・必要性
終了予
定年度

41

重度障がい児
等通所事業所
特別支援事業
補助金（障が
い事業課）

事業補助

5,895 ●

県の要綱どおりに実施している。 医療ケアを必要とする在宅の障がい児は、今後も増えてくることが
見込まれることから、継続して適正な補助金の交付に努めていきた
いと考えます。

① ①

42

重度障がい者
等支援事業所
運営費補助金
（障がい事業
課）

運営補助

81,194 ●

国・県、近隣市は実施なし 重度障がい者は、今後も増えてくることが見込まれることから、継
続して適正な補助金の交付に努めていきたいと考えます。

① ①

43

短期入所事業
運営費補助金
（障がい事業
課）

事業補助

10,800 ●

国・県、近隣市は実施なし 障がい者等の福祉の増進を図る観点から、短期入所事業所の安定し
た運営を図るため、今後も適切な補助金を交付していきたいと考え
ます。

① ①

44

障がい福祉
サービス事業
所防犯対策強
化事業補助金
（障がい事業
課）

事業補助

1,500 ●

近隣市は同様の事業を行っていない。 全国的にも障がい者福祉施設における事件が発生し、市内障がい福
祉サービス事業所においても防犯対策の強化が求められるため、今
後も適切に補助金を交付していきたいと考えます。

① ②
★施設の基本的な安全確保
は、事業者の瀬金にであり、
近隣市でも実施していない状
況から、時限的な補助とすべ
き。

45

障がい福祉
サービス等従
事者住宅手当
支給事業補助
金（障がい事
業課）

事業補助

6,000 ●

国・県、近隣市は実施なし 平成29年度から開始した事業のため、今後実績や効果等を踏まえて
精査していく。

① ①

46

福祉避難所支
援事業補助金
（高齢者福祉
課）

事業補助

900 ●

国、県、近隣市において同様の補助金
はない。

継続が妥当であると考えます。平成26年度から開始した事業であ
り、各福祉避難所の物質が整ってきた場合には、検討が必要と考え
ている。

① ②
終期の設定。備蓄計画や方針
などの作成を行い、計画的か
つ必要な備蓄が実施できるよ
うにすること

47

高齢者あんし
んマンション
ライフ支援事
業 運営費補
助金(高齢者
福祉課)

事業補助

1,400 ●

国県要綱に定めなく、市の単独で補助
実施をしている

継続が妥当であると考える。 ① ①

48

浦安市老人ク
ラブ補助金
(高齢者福祉
課)

「48-1」
事業補助
「48-2」
混合補助
（事業補
助を主と
する）

14,830 ●

「48-1」
近隣市と比較すると、金額はやや高い
が、活動の活発さや実施している事業
なども異なるため単純に比較すること
はできない。
本市の老人クラブは、活動が活発であ
り事業も多いことから、現在のところ
金額は妥当である。
「48-2」
近隣市と比較すると、金額はやや高い
が、活動の活発さや実施している事業
なども異なるため単純に比較すること
はできない。
本市の老人クラブ連合会は、活動が活
発であり事業も多いことから、現在の
ところ金額は妥当である。

「48-1」
高齢者の主体的な活動の支援策として、現状のまま継続していくこ
とが妥当と考える。補助対象経費と自己負担対象経費について、明
確に分けることが大きな課題である。
「48-2」
高齢者の主体的な活動の支援策として、現状のまま継続していくこ
とが妥当と考える。補助対象経費と自己負担対象経費について、具
体的・客観的な基準づくりが難しい。

① ②
★補助金対象経費の見極め
を、各クラブとも実施するこ
と。
★慶弔費に対する補助は、市
が間接的に、特定の市民へ香
典等を出すこととなり、合理
性と公平性に全く欠けるた
め、見直すべき。
★自治会と同様、本市の老人
クラブへの支援はかなり手厚
いことから、例えば、老人ク
ラブ施設の光熱水費などの実
費部分は負担を求めていくべ
き

「48-1」
補助対象経費と対象外経費を明確に分
けることが、大きな課題である。予算
書と決算書を、補助対象経費と対象外
経費に分けて記載することに対して
は、「高齢者にとって、事務が煩雑に
なるのは困る、できない」などという
声があがっている。実施する場合は、
職員が補助金事務をサポートしなくて
はならない状況が想定される。
また、食糧費や慶弔費を補助金の補助
対象外経費とした場合、老人クラブの
事業自体が成り立たなくなるため「茶
話会や誕生会等の食糧費が補助対象外
となると参加者のみならず会員が減少
する」との声があがっている。
「48-2」
補助対象経費と対象外経費を明確に分
けることが、大きな課題である。

・児童福祉法
に基づく児童発
達支援事業所・
放課後等デイ
サービス事業所
・障害者総合支
援法に基づく日
中一時支援事業
所

医療的ケアを常時必要とする在宅障が
い児・者が通所する事業所において、看
護師を配置し、医療ケアを実施している
場合、その支出する人件費に対し、その
一部を補助することにより、通所先の確
保を促進する。

経管栄養、たんの吸引等
常時医療的ケアを必要とす
る方が通所する事業所に対
し、看護師による医療ケア
を実施している場合に補助
金を交付する。

なし

平成26年
度

市内で障害者総
合支援法に基づ
く生活介護、短
期入所、自立訓
練、就労移行支
援、就労継続支
援、共同生活援
助を運営する事
業所

障害支援区分４以上の方を支援している
重度障がい者が通所する市内の通所施設
等を運営する事業者に補助金を交付する
ことにより、重度障がい者の福祉の増進
を図る。
現状、強度行動障害等の行動障がいのあ
る方、医療的ケアなどの重度障がいのあ
る方の受け入れについては、事業所の大
きな負担となっている。
そのため、「障害支援区分４」から

「障害支援区分６」の方を対象とし、人
員設備費用に対する補助を行っている。

重度障がい者の福祉増進を
図るため、障害支援区分４
以上の方を支援している市
内の生活介護、短期入所、
自立訓練、就労移行支援、
就労継続支援、共同生活援
助を運営する事業所を対象
に、人員、設備の費用等そ
の運営に要する経費の一部
について補助金を交付する

補助対象経費、補助基準額について
は、今後も随時精査していく必要があ
る。

市内で障害者総
合支援法に規定
する短期入所事
業所を設置する
事業者

障がい者の福祉の増進を図るため、障が
い者福祉計画の見込量から事業所が不足
している短期入所事業を運営する事業者
に対して補助金を交付するもの。

短期入所事業を運営する事
業者に対し、補助金要綱に
規定する補助金を交付す
る。

補助対象経費、補助基準額について
は、今後も随時精査していく必要があ
る。

平成29年
度

浦安市障がい福
祉サービス事業
所防犯対策強化
整備費補助金交
付要綱第３条に
規定する補助対
象者

市内の障がい福祉サービスを行う事業所
の防犯対策の強化を図るため、障がい福
祉サービス事業所の防犯対策強化の整備
に要する経費の一部について、浦安市補
助金等交付規則（昭和53年規則第10号。
以下「規則」という。）及びこの要綱に
基づき、予算の範囲内において、補助金
を交付する。

市内の障がい福祉サービス
を行う事業所の防犯対策の
強化を図るため、障がい福
祉サービス事業所の防犯対
策強化の整備に要する経費
の一部を補助する。

特になし。

平成29年
度

市内障がい福祉
サービス等事業
所

障がい福祉サービス等に従事する人材の
確保及び離職の防止

事業者が従事者に対して支
給する住宅手当を増額、ま
たは新たに開始した場合、
増額した住宅手当の上乗せ
分、または新たに開始した
住宅手当分を、対象従事者
１人につき月額２０，００
０円を限度に補助する。

平成29年度から開始した事業のため、
現状ではなし。

入船東エステー
ト住宅管理組
合、サンコーポ
浦安自治会、潮
音の街自治会、
浦安高洲県営住
宅自治会

マンションに居住する高齢者のコミュニ
ティを形成し、高齢者の孤立を防ぎ、高
齢者が安心して生活できる環境を確保す
るため。

マンションの管理組合また
は自治会が運営する、サロ
ン開催、安否確認及び健康
相談その他高齢者の生活相
談の事業。

平成29年度現在、実施団体は４団体で
あり、今後さらに実施団体を増やして
いくとともに、事業開始に当たっては
手厚い団体支援が必要であると考え
る。

平成26年
度

災害時における
福祉避難所の設
置運営に関する
協定を締結した
市内で特別養護
老人ホームを運
営する社会福祉
法人５団体

福祉避難所の機能の充実を図るため、福
祉避難所における高齢者、障がい者等災
害時に特に援護について配慮を要する者
の避難生活に必要となる物資等の購入に
係る経費に対して、補助金を交付する。

市長と災害時における福祉
避難所の設置及び運営に関
する協定を締結している福
祉避難所に対して、福祉避
難所における高齢者、障が
い者等災害時に特に援護に
ついて配慮を要する者の避
難生活に必要となる物資等
を購入するための費用を補
助する。

本補助金は福祉避難所の強化を目的と
しており、実際に災害が起きた際の保
険の必要性についても検討していく必
要があると考える。

「48-1」
昭和55年

度
「48-2」
昭和55年

度

「48-1」
単位老人クラブ
（49クラブ）
「48-2」
浦安市老人クラ
ブ連合会

「48-1」
老人福祉の増進を図るため交付をしてい
る。
単位老人クラブは、おおむね60歳以上か
つ50人以上の老人で組織された、会員相
互の親ぼくと老人福祉の増進を図ること
を目的とした団体であり、その目的を達
するための事業を行うために本補助金は
必要である。
「48-2」
老人福祉の増進を図るため交付をしてい
る。
浦安市老人クラブ連合会は、単位老人ク
ラブにより構成された連合組織であり、
会員相互の親ぼくと老人福祉の増進を図
ることを目的としており、その目的を達
するための事業を行うために本補助金は
必要である。

「48-1」
老人クラブが実施する文
化、親睦及び奉仕に関する
事業
「48-2」
老人クラブ連合会が実施す
る文化、親睦及び奉仕に関
する事業

平成22年
度

平成28年
度

平成24
年度
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終了予
定年度

49

高洲地区高齢
者福祉施設診
療所運営費補
助金（高齢者
福祉課）

事業補助

8,000 ●

国、県、近隣市には同様の補助金はな
い。

現状では継続が妥当と考える。「（仮称）千葉大学病院浦安リハビ
リテーション教育センター 城東桐和会浦安病院」に内科の診療が
できる外来部門が開設される場合には、診療所の必要性について検
討する必要がある。

②
「（仮称）千葉
大学病院浦安リ
ハビリテーショ
ン教育センター
城東桐和会浦安
病院」に内科の
診療ができる外
来部門が開設さ
れる場合には、
診療所の必要性
について検討す
る必要がある。

③
★現在の利用状況を踏まえ、
患者を呑み込めるならば、リ
ハビリセンター整備とともに
廃止とする。
★廃止後の施設活用策の検討
は課題
これを支持する。

50

買い物サポー
ト事業補助金
（高齢者福祉
課）

混合補助
（運営補
助を主と
する）

2,692 ●

国県要綱に定めなく、市の単独で補助
である。

現状では、継続が妥当であると考える。今後は総合事業に移行し、
市独自の新たな基準による買い物・掃除等の訪問型サービスを検討
していく。

②
「総合事業」へ
の移行を踏まえ
て、事業内容や
補助金の内容に
ついても検討が
必要である。

②

51

高齢者支え合
いサロン活動
及び担い手育
成事業補助金
（高齢者福祉
課）

混合補助
（運営補
助を主と
する）

1,645 ●

国県・近隣市での実施事例はない。 継続が妥当と考える。 ① ②
★老人クラブ事業との棲み分
けの明確化したうえで、改め
て、必要性を検討すべき
★終期の設定を検討すること

52

公益社団法人
浦安市シル
バー人材セン
ター補助金
(高齢者福祉
課)

混合補助
（運営補
助を主と
する）

21,249 ●

近隣市でも補助を行っており、補助内
容も同様となっており、今後も継続す
る必要が高いと考える。

「高齢者等の雇用の安定に関する法律」により、市はシルバー人材
センターに対し支援を行うこととされており、継続は妥当であると
考える。引き続き自主財源確保の努力を促していきたい。

① ②
★シルバー人材センターの存
続意義の再検証を行うべき
★うらやす財団との統合検討
を行うこと

53

認知症対策三
位一体化計画
推進事業補助
金(高齢者福
祉課）

事業補助

961 ●

協働事業と実施しており、他市に同種
の事業はない。国が提示するメニュー
（必須事業）について、試行的に行
い、本施行につなぐことができるた
め、費用対効果は高い。

現状では、継続が妥当と考える。今後、本事業の対象となる事業の
要件、事業の継続、終期について見直しを検討していく。

②
事業の継続、終
期について

②
・H30年度に事業を継続する
必要性と、終期の設定につい
て見直しを行う予定（担当課
意向）これを支持する。

54

認知症カフェ
運営費補助金
（高齢者福祉
課）

事業補助

400 ●

認知症カフェは、介護保険法に規定す
る認知症地域支援・ケア向上事業にお
いて認知症の人の家族に対する支援事
業の中の一つとしても掲げられてお
り、取り組むべき事業であると考えて
いる。近隣市の中には、認知症カフェ
を普及させるために、委託形式もある
が、認知症カフェの特性や本市で自主
的に運営している団体が既に６か所あ
ることから、必要とする団体に対して
補助（金）を行うことが合理的である
と考えている。なお、認知症の人数の
増加や制度ができて間もないことか
ら、当面の間、補助金を交付すること
は必要であると考えている。

継続が妥当であると考える。 ① ②
★補助金交付を受けていなく
ても実施している団体との格
差を踏まえ、存続について検
討する必要がある。また、継
続をする場合でも、期限付き
の補助へ改めるべきである。

55

特別養護老人
ホーム運営費
補助金（高齢
者福祉課）

運営補助

3,000 ●

国の制度により補助金の必要が生じて
いる。近隣市に同様の補助金はない。

継続が妥当であると考えます。平成29年6月7日付浦企第75号「国及
び県に対する要望・協議調整事項等の提出について」で加算請求に
ついて要望した。今後要望が実現すれば、補助金の交付は廃止する
ことができる。

① ①
平成29年6月7日付浦企第75号
「国及び県に対する要望・協
議調整事項等の提出につい
て」で加算請求について要望
済み

協働提案事業として開始し、認知症協
働事業として実施しているが、補助金
の交付期限（終期）が設定されていな
い。

平成25年
度

株式会社 舞浜
倶楽部

認知症の人の意思が尊重され、できる限
り住み慣れた地域のよい環境で自分らし
く暮らし続けることができる社会の実現
のため、認知症の本人・家族、認知症に
関わる事業者、地域住民を支援すること
により、認知症の人が生活しやすい地域
づくりを行う。

市と補助の対象となる介護
保険事業者とが協働で、認
知症の人とその家族の支
援、認知症に関わる事業者
の支援及び地域住民の支援
を一体的に行う。

平成18年
度

特定非営利活動
法人 たすけあ
いはとぽっぽ
特定非営利活動
法人 ココ
COLORネット

高齢者が住み慣れた地域でいきいきと生
活できるように、買い物代行及び同行支
援を行う。

買い物代行では高齢者の利
便性の向上を、同行では精
神的なサポートを行う。

平成29年度より「総合事業」が開始さ
れており、総合事業のサービスのひと
つである「訪問型サービスB（日常の困
りごとを助けるサービス）」へ本事業
を移行することを検討していく。

社会福祉法人聖
隷福祉事業団

浦安市高洲地区高齢者福祉施設におけ
る、要介護高齢者等の包括的な健康管理
等を図るため。また、近隣住民の地域医
療の拠点としての位置付けを目指す。

浦安市高洲地区高齢者福祉
施設における、要介護高齢
者等及び、近隣住民の地域
医療の拠点として診療所を
運営する。

「（仮称）千葉大学病院浦安リハビリ
テーション教育センター 城東桐和会
浦安病院」が平成31年度より開設予定
となっているため、当該診療所の必要
性について検討する必要がある。

平成29年
度

シニアいきいき
サロン

高齢者が健康で安心と生きがいを持って
住み続けていける街づくりを目的に高齢
者が集う居場所（サロン）を提供する。
また、担い手研修を実施し、参加者の中
より元気に生きがいを持って活動する担
い手の育成を行う。

高齢者が集う居場所（サロ
ン）づくり、元気に生きが
いを持って活動する担い手
の育成を行う事業

補助金の目的である、地域づくり、仲
間づくり、担い手育成は時間を要する
ものであり、2，３年では十分な成果を
達成することはできないと考えている
が、補助期限（終期）を設定したうえ
で、今後の展開を模索していく必要が
ある。

昭和63年
度

（公社）浦安市
シルバー人材セ
ンター

（公社）浦安市シルバー人材センターを
助成することにより、シルバー人材セン
ターの健全な運営を図り、もって高齢者
の福祉の増進に資するため、人材セン
ターの運営及び事業に要する経費の一部
に対し補助金を交付している。

・派遣職員人件費 全額補
助
・正規職員人件費 限度額
11,500,000円
・管理費 限度額
500,000円
・事業費 限度額
6,000,000円

今後自主財源で運営を行えるよう、会
員の増強、受注率の向上を求める。

平成28年
度

認知症カフェを
運営する団体

認知症の人の意思が尊重され、できる限
り住み慣れた地域のよい環境で自分らし
く暮らし続けることができる社会の実現
のために、認知症カフェ事業に対して補
助を行う。
認知症カフェを安定的に運営していく上
で必要である。

認知症カフェ（認知症状の
悪化防止、相互交流、情報
交換等を目的として、認知
症の者又は認知症の疑いの
ある者及びそれらの家族、
専門職である者並びに地域
住民が気軽に集い、主体的
に参加できる活動拠点）の
運営に要する経費。補助金
対象としては認知症カフェ
設置に係る賃借料及び使用
料、認知症カフェの周知に
係る広告の印刷費並びに講
演会等の開催に係る講師へ
の謝金

認知症カフェの運営自体は多様である
が、認知症カフェ運営費補助金を交付
する団体が運営する認知症カフェにつ
いては一定の質が求められている。ま
た、補助金の交付がなくても運営して
いる団体もあることから、補助金交付
の期限や内容について見直しをする必
要がある。

平成29年
度

同一建物内でユ
ニット型とユ
ニット型以外の
別々の指定を受
けている市内特
別養護老人ホー
ム

同一施設内でユニット型とユニット型以
外の特別養護老人ホームが併設されてい
る場合で、栄養マネジメント加算、経口
維持加算Ⅰ及び経口維持加算Ⅱはどちら
か一方の施設しか請求できません。同一
建物でサービスの差別化をすることは理
解が得られず、同一のサービスを提供し
ているが、財政状況が厳しく施設運営に
支障をきたしているため、入所者へのケ
アの質の確保及び運営法人の財政の健全
化を目的に補助金を交付するものです

同一施設内でユニット型と
ユニット型以外の特別養護
老人ホームが併設されてい
る場合で、特定施設サービ
ス等に要する費用の額の算
定に関する基準（平成十二
年厚生省告示第二十一号）
に規定する、栄養マネジメ
ント加算、経口維持加算Ⅰ
及び経口維持加算Ⅱに該当
する栄養管理を行った場
合、どちらか一方の施設の
みしか請求できないため、
請求できない施設の加算相
当額。

国が同一建物で、ユニット型、ユニッ
ト型以外の施設が併設されている場合
に、どちらの施設でも栄養マネジメン
ト加算、経口維持加算Ⅰ及び経口維持
加算Ⅱが請求できるようになれば補助
金の交付は必要ない。どのように県や
国に要望していくか。
それぞれの加算の交付要件をどのよう
にチェックするのか。

平成26年
度
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56

定期巡回・随
時対応型訪問
介護看護サー
ビス支援事業
補助金（介護
保険課）

運営補助

1,680 ●

国・県、近隣市町村においても補助事
業はないため、比較はできない。

利用者が自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、24時間
365日、介護と看護の一体的なサービス提供を受けることができる、
他に類を見ない事業あり、なくてはならない事業であると考えてい
ます。
このため、安定した利用者の確保など、事業者と連携して継続して
いきたいと考えます。

① ①

57

公的介護施設
等整備費補助
金(介護保険
課)

事業補助

0 ●

県の交付金を事業者に交付するもので
ある。

県の交付金を事業者に補助するものであるが、介護保険事業計画に
基づく介護施設整備について、事業者が参入しやすくなっているも
のと考える。

① ①

58

要介護改善ケ
ア奨励事業補
助金（介護保
険課）

事業補助

5,460 ●

国や県、近隣市での実績がないため、
比較は困難であり、先駆的に導入した
品川区の仕組みを参考にしている。
制度開始から間もないため評価は難し
いが、一定程度の要介護度改善が図ら
れ、今後も増加が見込まれ介護度の改
善が
進むことが期待される。

デイサービス事業所等を対象としたインセンティブの問題は、事業
所収入にあたる要介護度が軽い人ほど低い。せっかく要介護度が改
善しても事業所には収入減となることから、介護職の意欲向上のた
めに、要介護度が改善した施設に対して、継続的に市単独事業とし
て奨励金を支出することは妥当と考える。なお、本来このようなこ
とは、国が介護報酬の加算等で対応すべきものと思いますが、今後
は国に対して働きかけていきたい。

① ①

59

介護事業者住
宅確保支援事
業補助金（介
護保険課）

事業補助

8,400 ●

国や県、近隣市で類似の補助事業がな
く、比較ができない

全国的な介護人材不足の状況や、今後の高齢化・介護度重度化の展
望を踏まえると、今後もこのような助成を継続していく必要があ
る。

②
対象となる介護
従事者の範囲の
拡大

①

60

Ｂ型訪問サー
ビス事業補助
金（介護保険
課）

運営補助

1,200 ●

介護保険制度改正により創設された住
民ボランティア等、住民主体の自主活
動として行う生活援助等のサービス提
供事業であるが、ボランティアによる
サービス提供を前提としており、費用
や事業内容などの詳細は各市町村に委
ねられている。
サービス提供にかかる人件費などを除
き、運営のための間接経費の一部を補
助するものであるが、各事業主体によ
り違いがあるため、単純に比較はでき
ない。

高齢化に伴い今後支援を要する方が増加する中、清掃、ゴミ出し、
除草、買い物代行や調理などのサービスの需要はますます高くなる
ことから、住民ボランティア等、住民主体の自主活動として行う生
活援助等のサービス提供は、とても重要な事業であり、実施可能な
団体と協議を重ね、事業を展開していきたいと考えます。

②
平成30年度に受
託候補団体と委
託条件等を見直
し実施していき
たい。

②

61

浦安市公衆浴
場環境整備等
補助金 (健
康増進課)

事業補助

600 ●

近隣市と比較をすると、どの自治体も
浦安市に比べ、上限額・交付額が高い
ものとなっている。このことから、現
在の補助額は適正であると考える。

公衆浴場の利用者は年々減少傾向にあるが、現在でも家庭に風呂が
ない方などニーズがあるため、市内に公衆浴場は必要である。その
ため、公衆衛生の向上を図るための浴場施設の環境整備を図るため
の補助金の交付は必要と考える。

① ①
災害時の役割もあり存続

6,000

4,000

650

64

在宅医療連携
推進事業運営
費補助金（健
康増進課）

事業補助

7,000 ●

特になし 浦安市医師会は、市が検討を進めている地域包括ケアシステムの構
築に先立って、情報の共有、連携をすすめており、医師会の行う事
業を補助することが、地域包括ケアシステムの構築に資するものと
考える。

① ②
★高価な使用料を支払ってい
る、在宅クラウド浦安方式を
とる以外に、現行の情報共有
機能を確保する方法を模索す
る

三師会は市の公衆衛生について広く協力をいただき、事業を行って
おり、今後も補助金の交付は必要と考える。

①近隣市と比較すると、複数自治体に比
べて補助限度額は高いものとなってい
る。しかし、他市が行っている事業詳
細は把握できないため、補助額をもっ
て浦安市が一概に高いといえるもので
はなく、本市は多岐にわたる事業を展
開しており、これに対する補助額は適
正であると考える。

●62
浦安市公衆衛
生事業補助金
(健康増進課)

事業補助

平成２６
年度

株式会社 日本
生科学研究所

介護保険制度改正により創設された「定
期巡回・随時対応型訪問介護看護サービ
ス」の普及に向けて、事業者が利用者を
確保するまでの運営を支援するため、運
営費の一部を補助する。
24時間対応のサービスであるため、人員
の確保など事業者側にとって負担の多い
事業となっており、また、利用者が多け
れば対応する従事者も必要となってい
る。
このため、採算が取れるよう一定の利用
者の確保がされ、安定した事業運営がで
きるよう支援する必要がある。

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護サービスは、利用
者が可能な限り自宅で自立
した日常生活を送ることが
できるよう、定期的な巡回
や随時通報への対応など、
利用者の心身の状況に応じ
て、24時間365日提供される
ものです。また、サービス
の提供にあたっては、訪問
介護員だけでなく看護師な
ども連携しているため、介
護と看護の一体的なサービ
ス提供を受けることもでき
ます。

事業者としては、毎月の利用者が20名
を超えないと採算が取れないが、段階
的に利用者が増えるものではない。
利用者が増え、補助金の交付対象とな
らなくなる月があっても、翌月には利
用者が減ることもあり、補助金制度を
なくしてしまうと事業者は採算割れと
なるため、事業継続の安定性が確保で
きない。

平成28年
度

介護サービス事
業者

現行制度では入所者の要介護度を改善す
ると事業者に支払われる介護報酬が低下
してしまうため、減収分を補うことで介
護現場の意欲向上を図る。

高齢者施設で入所者の要介
護度が改善された場合、要
介護１ランクにつき、ひと
月ごとに２万円の奨励金を
交付するもの。

介護保険制度では要介護度に応じて
介護報酬が上がる構造が一般的だが、
介護の手間を評価したものである。
一方で介護度が改善すれば介護報酬が
下がるデメリットがあり、当該補助金
は介護度改善を評価したものである。
しかし国の社会保険制度である以上、
制度内の介護報酬で対応するのが本来
のあり方と考えられる。

平成28年
度

介護サービス事
業者

介護事業者が賃貸住宅を借上げ費用の一
部を支援することで介護従事者の確保や
就業継続及び離職防止を図る

市内に在住する介護サービ
ス等を提供する介護事業者
に対し、介護従事者の宿舎
の借上げを支援するため、
介護事業者が支出した介護
従事者の宿舎借上げに係る
経費（賃料・管理費）を助
成する。

現在介護職員のみが対象としている
が、介護事業者の人員基準には看護職
員など専門職の配置も必要。専門職の
確保として対象範囲の見直しが必要と
考えれらる。

公衆浴場の環境整備に対す
る補助であり、１浴場あた
り20万円を上限に補助金を
交付する。

公衆浴場を経営する事業者が減少する
中、事業を実施していただいている中
で、補助額が妥当であるのかが当面の
課題となる。

公衆衛生の向上に関する事
業に要する経費の一部につ
いて、補助金を交付する。

三師会は市役所としての協力者である
ため、市民にも事業内容や団体等を周
知する必要はある。

平成29年
度

ボランティアを
主体とした団体

実施団体に対しサービス提供にかかる人
件費などを除いた運営のための間接経費
の一部を補助する。
日常生活の支援を必要とする者に対し、
地域の多様な生活支援が効果的に提供さ
れるよう、住民によるたすけあい（生活
支援）サービスを実施する団体に対して
補助をすることにより、地域の支えあい
活動の推進を図る。

介護保険制度改正により創
設された住民ボランティア
等、住民主体の自主活動と
して行う生活援助等のサー
ビス提供事業である。
実施団体が、無償や低廉な
費用（実費相当額）で清
掃、ゴミ出し、除草、買い
物代行や調理などのサービ
スを提供する。

29年度は、実施団体に対しサービス提
供にかかる人件費などを除いた運営の
ための間接経費の一部を補助すること
で予算を計上し、対象となる団体と実
施に向け協議を重ねてきたが、利用者
負担額などで調整ができていない。
他の都市部である近隣市も、協議を進
めているが、実施に至っていない状況
である。
既存のボランティア団体では、サービ
ス提供は有償で行っており、制度が想
定する低廉な利用料（例：ゴミ出し1回
300円以下）では、受け手がいないの
で、他のサービスと併用するなど1回当
たりの金額を検討する必要がある。

平成19年
度

一般社団法人浦
安市医師会、一
般社団法人浦安
市歯科医師会、
一般社団法人浦
安市薬剤師会

市民の保健衛生の向上に資するため。

昭和56年
度

市内公衆浴場3
件（米の湯、末
広湯、松の湯）

市民の入浴の場を確保し、公衆衛生の向
上を図る。

平成27年
度

一般社団法人
浦安市医師会

在宅療養に携わる多職種の連携体制の整
備を行い、在宅ケアの質を向上させると
ともに、地域包括ケアシステムの構築に
おける環境整備。

多職種にわたる医療・介護
関係者が情報共有できるシ
ステムを構築するため、医
師会が行うシステム整備の
ための経費に対する補助金
交付

補助事業である「在宅クラウド浦安方
式」について、クラウドシステム利用
料が高額である。浦安市医師会に対し
て価格交渉の徹底などを義務付けるな
どの対策を講じたい。また、「在宅ク
ラウド浦安方式」の利用者調査や利用
者拡充のための検討など、補助事業の
さらなる拡充を図ることが必要。

特にない千葉県介護施設等整備事業交付金によ
り、市の施設整備計画に基づき施設整備
等を行った事業者に対し補助金を交付す
る。
地域密着型サービス等の施設整備を行っ
た事業所、介護施設等の施設を開設する
事業者に対し開設準備経費等の一部を補
助している。

市が介護保険事業計画に基
づき、地域密着型サービス
事業を行う施設を建設する
事業者を募集し、国の基準
を遵守した施設を建設させ
るものです。

平成21年
度

市の施設整備計
画に基づき介護
施設を整備する
事業所

①

8
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65

子育て応援
メッセ実行委
員会補助金
（こども課）

事業補助

1,000 ●

特になし 若い世代の転入・核家族世帯が多いため地域とのかかわりが少なく
子育ての孤立化が課題となっている本市において、さまざまな情報
を得られ、気軽に親子で楽しめる機会を提供することや、地域の子
育て支援団体の活動を活発にし、地域ぐるみの子育て支援環境が整
備されることが必要であると考えている。今後においても、地域力
を高めていくため、補助金の妥当性を検証していく。

① ②
子育て支援については、市も
様々な事業を展開している中
で、市が補助をする意義を検
証し、なおかつ補助内容を再
検討すること。

66

地域子育て応
援団事業補助
金（こども
課）

事業補助

6,720 ●

特になし 子育ての不安や悩み、また、個々の子育て家庭の問題は、各家庭に
より様々である。そのような中、親子が気兼ねなく集い、交流する
ことができる場所を提供することや地域での子育て支援が必要であ
ると考えている。今後においても、地域力を高めていくため、補助
金の妥当性を検証していく。

① ①

67

望海の街子育
て支援運営補
助金（こども
課）

事業補助

1,062 ●

特になし 市と民間で協働事業を実施する社会福祉協議会は、これまでも幅広
く地域社会や地域住民の多種多様なニーズに応じ、創造性のある事
業や市の補完事業を安定的かつ継続的に実施している。当該事業に
ついても、同様で、親子が気兼ねなく集い、交流することができる
環境づくりとして、地域に即した事業ができていると感じている。

① ②
幼稚園解放事業（子育てすこ
やか広場）など類似事業との
統合を検討するべきである。

68

浦安市ひとり
親家庭福祉会
事業費補助金
（こども課）

事業補助

1,500 ●

補助金支出額において、他自治体に比
べて多い。ただ、核家族世帯が多く、
同居の両親の支援を得ずに子育てをし
ているひとり親が多いという本市の特
性上、多少の手厚い支援は問題ないと
考える。

増加傾向にあるひとり親世帯における孤独感や不安感の解消のため
にも、共通する問題を抱える方々が集い交流する組織として、必要
性は高いと考える。しかし、今後の取組課題として、さらなる新規
会員の獲得の他の啓発等について新たな取り組みを検討していく必
要がある。

① ②
元々会員間の親睦や相互支援
を目的とするならば、市とし
ての関与は小さくてしかるべ
きである。

当該事業の実施にあたり、類似の子育
て事業もあることから、今後、事業の
継続等の方向性及び同様の事業との関
連性など、これまで実施してきたこと
を踏まえ、利用者などの動向を見なが
ら精査・検討していく。

平成27年
度

子育て中の親子の交流や、
子育て等に関する相談の場
となる子育てサロン事業を
運営する。

子育て応援メッ
セ実行委員会

実施にあたり、各子育て支援団体より実
行委員を選出し、子育て応援メッセ実行
委員会を組織、運営をしている。
子育て支援団体や企業が一体となって子
育て支援をしていく気運の醸成・活性化
を図り、親子が気軽に足を運んで様々な
情報を得ることができる。

市内で活動する子育て支援
団体、企業、行政が協力
し、妊娠期から子育て中の
方（主に０～３歳児のお子
さんのいる保護者）を対象
として、情報発信の場とな
る子育て応援メッセを開催
している。

毎年、市内子育て支援団体から実行委
員を選出し、子育て応援メッセ実行委
員会を運営をしているが、所属する団
体での活動と、子育て応援メッセ実行
委員会での活動の両立に負荷がかかる
ため、実行委員会運営に協力できる子
育て支援団体が減少傾向にあることが
課題である。実行委員の選出方法を今
後検討していく必要がある。

平成26年9月11日、浦安市、ＵＲ都市機
構、浦安市社会福祉協議会が協働によ
り、乳幼児と子育て中の親、出産を控え
た妊婦が交流できる場として、ＵＲ望海
の街集会所に「望海の街子育てサロン」
をオープンした。
核家族で子育てに不安を感じている親御
さんを身近な場所で支援し、市の掲げる
切れ目のない子育て支援につなげ、安心
して第2子、第３子が出産でき、育てら
れる環境を、地域の資源を活用し、官民
一体で取り組む事業である。

・開所時間は、午前10時～
午後３時。時間中の出入り
は自由。
・対象者は、①0歳児・妊婦
対象 ②1～2歳児対象で実
施。
・相談

保健師による育児相談や
栄養士による栄養相談・離
乳食相談を随時実施する。
・出前保育

子育て支援センターや幼
稚園、ボランティアグルー
プなどに協力をいただき、
手遊び・リズム遊び・エプ
ロンシアター・パネルシア
ター・歌・赤ちゃん体操・
親子体操など出前保育を取
り入れ、親子で遊んだり仲
間作りをしたり、 親子の交
流を深め楽しく子育てがで
きるきっかけづくりを行
う。
・ランチタイム

開所日の12時から13時半
は「ランチタイム」とし、
持ち寄りでランチを楽し
む。
・おしゃべりタイム

午後は保護者同士で気軽
に親睦を深める時間とす
る。

補助団体への自立性を促すことを考え
ると、まだまだ会員数が少ない中、自
主財源の確保が難しいところがあり、
補助金の見直しまでには至っていない
のが現状である。今後、事業の継続等
の方向性など、これまで実施してきた
ことを踏まえ、利用者などの動向を見
ながら精査・検討していく。

昭和59年

浦安市ひとり親
家庭福祉会

本市における母子及び父子家庭並びに寡
婦の生活の向上と福祉の増進を図るた
め。

平成22年
度

お助けねっと・
こんぺいとう、
おやこの広場・
ほこほこ

子育て・家族支援者養成講座の認定され
た方の活動実践の場としてサロンを開催
し、経験することで次の段階に進むこと
ができる。また、そのサロン活動は子育
て中の親への支援につながる。

浦安市社会福祉
協議会

総会や内部の打ち合わせ等
の会議運営経費及び事務経
費を除いた、会が実施する
親睦事業、文化事業、その
他母子及び父子家庭並びに
寡婦の生活向上と福祉の増
進を図るための事業

福祉会の会員が減少している点であ
る。この点においては、今年から児童
扶養手当の受給資格者を対象にチラシ
を配布するなど、新たな勧誘方法を実
施した結果、ここ半年で10名の会員が
増加するなど成果を上げている。

平成19年
度

9
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今後の方向性
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継続
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交付開
始年度

交付先 対象事業の内容 補助金の課題交付の目的・必要性
終了予
定年度

69

浦安市つどい
の広場運営費
補助金
（こども課）
堀江、明海

事業補助

12,400 ●

特になし 子育ての不安や悩み、また、個々の子育て家庭の問題、各家庭によ
り様々である。そのような中、親子が気兼ねなく集い、交流するこ
とができる場所を提供することや地域での子育て支援が必要である
と考えている。今後においても、地域力を高めていくため、補助金
の妥当性を検証していく。

① ②
幼稚園解放事業（子育てすこ
やか広場）など類似事業との
統合を検討するべきである。

70

在宅子育て家
庭定期等一時
保育事業補助
金（保育幼稚
園課）

運営補助

11,500 ●

近隣市では珍しい利用の理由を問わな
い一時預かり事業に対しての補助金で
あるため、比較はできないが、認可保
育所等で行う一時預かりでは対応困難
なニーズに対して柔軟な対応を取るこ
とができている。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するものであ
り、今後も継続していく。

① ①

71

浦安市私立保
育所運営費等
補助金
(保育幼稚園
課)

混合補助
（運営補
助を主と
する）

1,027,994 ●

本市・近隣市ともに市単独補助事業が
多いため比較は困難であるが、児童１
人にかかる運営費補助や教材購入費補
助、主食代の補助など、似たような補
助事業を比較すると、概ね近隣市と同
程度～高い補助額となっている。
また、国県要綱に定めのある事業にか
かる補助については、国県と同額の補
助を行う近隣市が多い中で、本市は上
乗せ・横出し補助を実施しており、私
立保育所等の安定した運営に貢献して
いる。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するものであ
り、今後も継続していく。

②
国・県や他市町
村の動向を踏ま
え、適宜見直し
を実施する。

②

72

浦安市認証保
育所運営費等
補助金
(保育幼稚園
課)

運営補助

41,158 ●

近隣市では当該補助事業を行っている
自治体はないので、比較はできない
が、当該補助金を交付することにより
認証保育所の運営の安定化に貢献し、
待機児童対策の一助になっていると考
える。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するものであ
り、今後も継続していく。

① ①

73

浦安市私立保
育所施設整備
資金借入金補
助金 (保育幼
稚園課)

事業補助

9,000 ●

新規募集はすでに停止しており、現在
対象である園は開設当初から借入金元
金補助を組み込んだ収支計画で運営し
ていることから、現在の園の補助が終
了する年度までは継続したほうがよい
と考えられる。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するものであ
り、現在の園の補助が終了する年度までは継続していく。

①
現在対象である
園の借入金元金
補助が終了次
第、廃止。

①
担当課記載「H42年度に現在
対象である園の借入金元金補
助が終了次第、廃止。」

74

浦安市私立保
育所施設整備
資金借入金利
子補給金 (保
育幼稚園課)

事業補助

797 ●

近隣市で行っているところはあるが、
借入先を福祉医療機構に限定してし
まっており、銀行等からの借入を対象
とするかは議論の余地がある。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するものであ
り、今後も継続していくが、福祉医療機構からの借入金に限定して
おり、銀行等の借入まで拡充するか等の検討を進めていく必要があ
る。

①
福祉医療機構か
らの借入金に限
定しており、銀
行等の借入まで
拡充するか、あ
るいは廃止する
かは議論の余地
がある。

①
担当課記載「福祉医療機構か
らの借入金に限定しており、
銀行等の借入まで拡充する
か、あるいは廃止するかは議
論の余地がある。」

75

私立保育所施
設整備費等補
助金（保育幼
稚園課）

事業補助

372,059 ●

近隣市では、市独自加算を行う等、精
力的に補助を行っており、本市でも継
続していく必要があると考えられる。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するものであ
り、今後も継続していく。

②
根拠となる国や
県の補助金の改
正に合わせて見
直し。

②
毎年度見直し実施中

76

私立保育所保
育士宿舎借り
上げ支援事業
費補助金（保
育幼稚園課）

事業補助

63,276 ●

近隣市でも同様の補助事業を行ってい
るが、浦安市では市の単独で6、7年目
の職員分及び看護師を上乗せしてお
り、本市の保育士等の確保に貢献して
いると考える。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するものであ
り、今後も継続していく。

① ②
いつまで補助し続けるか、補
助期限の設定を明確にすべき
である。

平成12年
度

平成42年
度

社会福祉法人芳
雄会（みのり保
育園）、社会福
祉法人誠和会
（しおかぜ保育
園）、社会福祉
法人江戸川豊生
会（愛和元町保
育園）

私立保育所の施設整備促進と経営の健全
化を図るため、私立保育所が施設整備の
ために独立行政法人福祉医療機構から借
り入れた福祉貸付資金に係る償還元金に
対し、補助金を交付する。

みのり保育園建替え事業、
しおかぜ保育園建設事業、
愛和元町保育園建設事業

当該補助金については、市内の待機児
童の解消に寄与するものであり、現在
の園の補助が終了する年度までは継続
していく。

[69-1]
平成24年

度
[69-2]

平成19年
度

[69-1]
浦安市社会福祉
協議会
[69-2]
特定非営利活動
法人i-net

[69-1]
子育てへの負担感や育児不安の解消を図
り、子育てに関する地域ぐるみの社会的
支援の充実を図る。
[69-2]
子育てへの負担感や育児不安の解消を図
り、子育てに関する地域ぐるみの社会的
支援の充実を図る。

[69-1]
子育てに不安や悩みを抱え
る親等が気軽に集える場所
を提供し、親子同士の交流
や子育て相談に応じる
[69-2]
子育てに不安や悩みを抱え
る親等が気軽に集える場所
を提供し、親子同士の交流
や子育て相談に応じる

[69-1]
当該事業の実施にあたり、類似の子育
て事業もあることから、今後、事業の
継続等の方向性及び同様の事業との関
連性など、これまで実施してきたこと
を踏まえ、利用者などの動向を見なが
ら精査・検討していく。
[69-2]
当該事業の実施にあたり、類似の子育
て事業もあることから、今後、事業の
継続等の方向性及び同様の事業との関
連性など、これまで実施してきたこと
を踏まえ、利用者などの動向を見なが
ら精査・検討していく。

平成11年
度

新築や賃貸物件
にて開園する市
内私立認可保育
所

私立認可保育所の施設整備を促進するた
め。

新たに認可保育所を設置す
る場合に、施設整備費、借
上時における改修費等の補
助を行う。

国や県の要綱改正が頻繁にあるため、
注視していき、近隣市の独自加算も逐
一確認していく必要がある。

NPO法人 i-net 主に在宅で子育てをしている方などを対
象に、預ける理由を問わず一時預かりを
行う運営事業者に補助を行うことで保護
者の負担軽減等を図る。

一時預かり運営事業
（運営費の一部、保険料、
備品購入費など）

課題は特に無いと思われるが、今後と
も補助額が適当であるか検証をしなが
ら行っていく必要があると考える。

平成5年
度

市内私立保育
所・幼保連携型
認定こども園・
小規模保育事業
所

私立保育所等の健全な運営を促進すると
ともに、児童の保育内容の充実及び向上
を図る。

保育士等処遇改善費補助事
業、私立保育所等運営費補
助事業、保育教材購入費補
助事業、給食材料費補助事
業、予備保育士等設置費補
助事業、完全給食用調理員
設置費補助事業、看護師等
設置費補助事業、障がい児
保育費補助事業、備品購入
費補助事業、施設修繕費補
助事業、賃借料補助事業、
第三者評価費補助事業、嘱
託医補助事業、連携施設経
費補助事業、延長保育費補
助事業、地域子育て支援セ
ンター事業費補助事業、一
時預かり補助事業、病後児
保育費補助事業

国・県の制度改正が多く、関連する補
助事業について都度見直しを行う必要
があるため、要綱改正を頻繁に行う必
要がある。
また、国・県の補助金が多数存在する
ため、改正が複雑である。
今後も国・県や近隣市の動向に注視す
る必要がある。

平成25年
度

平成21年
度

認証保育所 保育に欠ける乳幼児が良好な環境で保育
されることを目的として、低年齢の待機
児童解消を図るとともに、多様な保育
ニーズに応えるため、国の定めた認可外
保育施設指導監督基準をさらに引き上げ
た本市の基準を満たした市内の認可外保
育施設を認証し、その施設の運営費等に
対し補助金を交付することによって、
サービス水準の維持と保護者負担の軽減
等を図るもの。

認証保育所の健全な運営を
促進し、入所児童の保育内
容の充実及び向上を図るた
め、運営費補助・延長保育
費補助・賃借料補助などを
行っている。

補助対象事業については適正であると
考えており、課題は特にないが、園に
よって支出額や繰越額も異なることか
ら、補助額が適当であるか検証をして
いく必要がある。

私立認可保育所が独立行政
法人福祉医療機構から借り
入れた資金に係る利子に対
し、利子補給を行う。

借入先を福祉医療機構に限定してし
まっており、銀行等からの借入が対象
ではないこと。

市内私立保育
所・幼保連携型
認定こども園・
小規模保育事業
所

平成24年
度

たかし保育園新
浦安、浦安どろ
んこ保育園、舞
浜こどもの木保
育園、こどもの
じかん保育園

事業者が借り上げた保育士
等の宿舎に係る費用の一部
を補助する

国が待機児童対策のために平成28年度
に作成した補助金であり、補助期間が
いつまで続くのか明確でない。平成28年

度

私立認可保育所の施設整備を行うため。

保育士等の宿舎を借り上げるための費用
の一部を支援することによって、保育士
等の就業継続及び離職防止を図り、保育
士等が働きやすい環境を整備するを目的
とするもの。
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交付開
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交付先 対象事業の内容 補助金の課題交付の目的・必要性
終了予
定年度

77

私立保育所保
育体制強化事
業費補助金
（保育幼稚園
課）

事業補助

21,600 ●

近隣市では当該補助事業を行っている
自治体はないので、比較はできない
が、当該補助金を利用することにより
保育士の負担軽減が図られ、私立保育
所の運営の安定化に寄与しているもの
と考える。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するものであ
り、今後も継続していく。

① ①

78

私立保育所等
業務効率化推
進事業補助金
（保育幼稚園
課）

事業補助

0 ●

近隣市では当該補助事業を行っている
自治体はないので、比較はできない
が、当該補助金を利用することにより
保育士等の負担軽減が図られ、私立保
育所等の運営の安定化に寄与している
ものと考える。

平成29年度を以って、事業終了となる。当該補助金により市内の私
立保育所等の運営の安定化を図れたものと考える。

③
国の補助期間が
終了となったた
め。

③
担当課記載「H29年度中廃
止：国の補助期間が終了と
なったため。」

79

認可化移行総
合支援事業補
助金（保育幼
稚園課）

事業補助

0 ●

近隣市とは状況が違う場合もあり、一
律に比較は出来ないが、国や県の補助
金メニューが手厚く設定されており、
市として活用していくことが望ましい
と考えられる。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するものであ
り、今後も継続していく。

②根拠となる国
や県の補助金の
改正に合わせて
見直す。

②

80

一時預かり等
事業所運営費
補助金（保育
幼稚園課）

事業補助

10,600 ●

近隣市では珍しい利用の理由を問わな
い一時預かり事業に対しての補助金で
あるため、比較はできないが、認可保
育所等で行う一時預かりでは対応困難
なニーズに対して柔軟な対応を取るこ
とができている。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するものであ
り、今後も継続していく。

① ①

81

浦安市私立幼
稚園運営費等
補助金
(保育幼稚園
課)

運営補助

72,514 ●

本市については公立幼稚園とともに幼
児教育の一端を私立幼稚園が担ってお
り、新町地区に私立幼稚園を誘致する
にあたって、学校法人等が進出しやす
くするために創設されたため、本市独
自の補助金となっている。

本市の幼児教育の一端を担っている私立幼稚園の園児数確保及び保
護者負担の軽減を目的としているため今後も継続していく必要があ
る。

① ①
担当課記載「本市については
公立幼稚園とともに幼児教育
の一端を私立幼稚園が担って
おり、新町地区に私立幼稚園
を誘致するにあたって、学校
法人等が進出しやすくするた
めに創設されたため、本市独
自の補助金となっている。」
「継続の理由：私立幼稚園誘
致時の前提条件にもなってお
り、園運営の安定化と保護者
負担軽減の効果も大きいた
め、継続していく必要があ
る。」

82

病児・病後児
保育施設整備
費等補助金
（保育幼稚園
課）

事業補助

0 ●

病児・病後児保育施設は数が少ない
が、施設整備に多額の資金が必要なこ
とから、補助は必要と考えられる。

当該補助金については、子育て世代の支援に寄与するものであり、
今後も継続していく。

②根拠となる国
交付金の改正に
合わせて見直し
を行う。

②

83

浦安市少年少
女洋上研修実
行委員会補助
金(青少年課)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

6,000 ●

本市独自の取り組みであり、市民の期
待度は高いと感じられる。異年齢間の
交流を含むこの研修は、単なる体験活
動とは違った影響を児童生徒に与えて
いる。

市の青少年健全育成事業となっているこの研修は、自然体験等の少
ない児童生徒の貴重な体験学習の場となっており、運営に携わる指
導者も地域の人であり、学校、地域、行政の連携協力で成り立つ事
業である。そのため、保護者からの期待度も大きいと感じている。
今後も継続しながら、市内のこどもの育ちを協働しながら支えてい
きたい。

① ②
事業の目的を踏まえ、毎年
100名程度の小中学生が参加
しているが、一部の生徒のみ
が参加している現状からし
て、一旦廃止をするか、天候
に影響されやすい船でなく、
近場の研修場所にして対象者
を増やす方策を検討すべき

84

浦安市青少年
健全育成連絡
会補助金
(青少年課)

混合補助
（事業補
助を主と
する） 840 ●

他市と比較しても、各市補助金を交付
しており、補助金の交付は妥当であ
る。

青少年健全育成連絡会は、総務省が進める青少年育成国民運動を受
けて組織されたもので、地域ぐるみで青少年の育ちを支える取組み
を推進する目的で設置されており、その功績は年々高いものとなっ
ている。今後も継続しながら、地域が青少年を支える取組みを支援
し、市内における健全育成の意識高揚を図りたい。

① ①

85

浦安市資源回
収事業者団体
補助金
(ごみゼロ課)

事業補助

12,639 ●

近隣市につきましては、自治会等を対
象にしているところが多く、事業者に
対して交付しているところは少ない
また、対象品目につきましては、浦安
市と同額または、少し高い

当該補助金は、自治会、こども会等が実施する資源回収事業が、安
定・継続して行えるよう資源買取事業者の団体に交付しており、本
市のごみ減量・再資源化の促進に大きく貢献しているため、とても
有益な補助事業である。

① ①

事業内容を検証しながら、より効果的
な事業が実施されるよう市も積極的に
係っていく必要がある。

浦安市少年少女
洋上研修実行委
員会

市の青少年健全育成事業として実施して
いる、市内の小・中学生が学校や学年の
域を超えてさまざまな体験活動や団体活
動を行う少年少女洋上研修を、地域の学
校を含む地域の青少年団体で組織する実
行委員会に補助金を交付し、実施・運営
してもらうものである。

少年少女洋上研修実施に係
る全ての事業

平成4年
度

資源事業協同組
合(※)
※資源回収団体
から資源の買取
りをしている資
源回収事業者で
構成する団体で
市長が認定した
団体

資源回収団体から資源の買取りを行う資
源回収事業者で構成する団体に対し、浦
安市資源回収事業者団体補助金(以下
「補助金」という。)を交付することに
より、資源回収事業者による資源の買取
り事業の充実及び拡大を図り、もってご
みの減量及び再資源化に資することを目
的とする

昭和62年
度

認可外保育施設から認可保育所及び小規
模保育所への移行を促進するため。

認可外保育施設から認可保
育所及び小規模保育所への
移行を促進するため、移行
に係る経費に対して補助を
行う。

国や県の要綱改正が頻繁にあるため、
注視していき、近隣市の独自加算も逐
一確認していく必要がある。

平成29年
度

国が待機児童対策のために平成27年度
に作成した補助金であり、補助期間が
いつまで続くのか明確でない。

平成29年度を以って、事業終了とな
る。

課題は特に無いと思われるが、今後と
も補助額が適当であるか検証をしなが
ら行っていく必要があると考える。

一時預かり運営事業
（運営費の一部、保険料、
備品購入費など）

平成15年
度

市内公認私立幼
稚園設置者

私立幼稚園に通園する園児の保護者負担
を軽減するとともに、市内私立幼稚園の
園児の確保を支援する。
本補助金については新町地区に私立幼稚
園を誘致するにあたって、学校法人等が
進出しやすくするために創設された。

市内公認私立幼稚園設置者
に対し、通園する園児の保
護者負担を軽減するため、
本市在住の園児の入園料及
び授業料の一部に相当する
費用を負担（補助）する。

NPO法人 i-net 緊急預かり、私的事由による預かり、非
定型預かり、一時預かり等を実施する事
業者に対し補助をすることを目的とす
る。

本市の公立幼稚園を含めた園児数の動
向や社会情勢など考慮し、補助対象や
金額の検討を進める必要がある。

平成26年
度

順天堂大学病院
病児保育施設、
浦安中央病院病
後児保育施設

病児保育施設の整備を促進するため。 病児保育施設の施設整備を
行うため、整備費に対して
補助を行う。

大規模施設と小規模施設において、根
拠となる国交付金の活用を慎重に行う
必要がある。

平成27年
度

認可外保育施設
から認可保育所
への移行を目指
す認可外保育施
設。

平成6年
度

浦安市青少年健
全育成連絡会

青少年健全育成連絡会は、総務省が進め
る青少年育成国民運動を受けて組織され
たもので、地域ぐるみで青少年の育ちを
地域全体で支え・見守る取り組みを推進
する目的で設置されており、その功績と
必要性は高いものである。

市内の青少年を対象とする
健全育成事業

事業内容を検証しながら、より効果的
な事業が実施されるよう市と連携を図
る必要がある。

各団体から発生する廃棄物
のうち、紙類・布類及び革
製品の資源物を回収する

回収重量が近年減少傾向にあるため、
回収重量の増加及び回収段階で禁忌品
等が混入しているため禁忌品の周知

平成27年
度

私立保育所 地域住民や子育て経験者などの地域の多
様な人材（以下「保育支援者」とい
う。）を保育にかかる周辺業務に活用し
保育士の負担を軽減することによって、
保育の体制を強化し、保育士の就業継続
及び離職予防を図り、保育士が働きやす
い環境を整備することを目的とするも
の。

保育支援者（保育士補助）
の人件費

市内私立保育
所・幼保連携型
認定こども園・
小規模保育事業
所

本事業は、保育所等がＩＣＴ化推進のた
めの保育業務支援システムの導入及び事
故防止等のためのビデオカメラの設置に
係る費用を一部補助することにより、保
育士の負担軽減及び事故防止等が図ら
れ、保育の質の確保・向上を目的として
いる。

平成28年
度

事業者が保育業務支援シス
テムの導入及びビデオカメ
ラの設置に係る費用の一部
を補助

11
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終了予
定年度

86

浦安市資源回
収事業奨励補
助金
(ごみゼロ課)

事業補助

31,724 ●

補助金単価は、他市に比べ高いが補助
金の品目は他市の方が多い市もある

自治会、こども会等が本事業を実施することにより、資源物をごみ
として排出する量が抑えられ、本市のごみ減量や再資源化率の向上
にも繋がるため、とても有益な補助事業となっている。

① ①

87

ごみ減量・再
資源化啓発活
動事業補助金
（ごみゼロ
課）

事業補助

0 ●

近隣市では同事業を行っていない。 おでかけビーナスについては、市民へのごみ減量や再資源化の啓発
においてとても有益な事業であった。
ただし、その他事業については、不十分な部分が多く見直しが必要
である。

③
委託契約

③
○担当課では、今後の方向性
として委託契約によるほうが
良いとしていることから、一
旦補助金は廃止の方向性の中
で、委託化に向けた検討を進
める

88

みどりのネッ
トワーク事業
補助金
（みどり公園
課）

事業補助

564 ●

特になし 特になし ① ②
★市が行うべき事業内容かの
点検と、補助期限の設定検討
が必要

89

浦安絆の森
（緑の防潮
堤）協働育成
事業補助金
（みどり公園
課）

事業補助

0 ●

特になし 特になし ③ ③
★補助金は29年度までで廃
止。現状の苗木が一定程度生
育するまで、H30年度より3か
年、市が直接支出する方法に
見直しを実施。

90

浦安市バス利
用促進等総合
対策事業補助
金（都市政策
課）

事業補助

25,683 ●

補助の対象経費や限度額については、
近隣市（船橋市・市川市）も同程度の
範囲となっている。
、

市内路線バスの利用環境を向上させるため、当該補助事業の実施に
より整備が進んでいる。これからも市として進めていく内容を整理
し、それに対して支援を行う必要がある。
また、支援する事業についても、市民のニーズやその時々のトレン
ドなどに合致する内容を調査・研究し、支援項目の追加・削除など
柔軟に対応することが必要である。

① ①

91

コミュニティ
バス運行経費
補助金
(都市政策
課）

事業補助

285,200 ●

補助の対象経費や限度額については、
近隣市（船橋市・習志野市）も同程度
の範囲となっている。
、

コミュニティバスは多くの方に利用され、市内の移動手段の一つと
しての役割を果たしており、重要な路線であると認識している。
今後もその運行にあたっては支援を継続するが、その中でも運行経
費の抑制について事業者と協議し、補助金額の削減に努める。

① ①

93

浦安景観まち
づくり啓発事
業補助金（都
市計画課）

事業補助

0 ●

特になし 特になし ②
数年間の運営実
績を踏まえ事業
補助・支援の在
り方や補助割
合、場合によっ
ては制度廃止も
含め見直しを行
う。

②
★担当課は、見直しをしたう
えで継続するとの方向性。運
営実績を踏まえ事業補助・支
援の在り方や補助割合、場合
によっては制度廃止も含め見
直しを行う」「交付先団体が
発展し、景観法による景観整
備機構となった場合は、補助
でなく委託として事業展開を
考えており、財政課も同様に
評価する

①緑化の推進や高潮からの減災効果が見
込まれる「浦安絆の森」を市民・地域と
市が共に育成していく。
②植樹する苗の生産や学校へのポット苗
の育成指導、植樹祭の植樹指導や植樹後
の維持管理などを市民と市が協働して
担っていく。
③森づくりを通し、環境と減災が両立す
る緑化推進を中心とした「まちづくり」
の推進を行う。
④森を作る過程で、多くの市民・団体が
参加する広範なネットワークを構築、小
学校などの子供たちに苗を育て植えても
らうことにより、次世代に引き継いでい
く世代を超えた「ふるさと」意識を醸成
する。また、森づくりのプロジェクトを
通して、参加・協働の「まちづくり」の
きっかけとする。また、プロジェクト実
施の過程でコミュニティの形成に寄与す
る。

などの浦安絆の森協働育
成事業に参加するもので構
成される団体が行う浦安絆
の森協働育成事業に要する
経費の一部

平成28年
度

うらやす景観ま
ちづくりフォー
ラム

本補助金は、協働提案事業として２年間
実施した事業を３年目以降も継続する場
合に交付するものです。景観啓発事業に
ついては、浦安市市民参加推進会議にお
いて「良好な協働事業である。」との評
価され、今後の事業展開についても期待
するとの講評を得ていることから、事業
の必要性を考え補助金を交付するもので
す。

ウラピカプロ
ジェクト

ごみ問題の現状から、ごみ減量化を意識
させ、キャラクターを通して市民に伝え
るとともに、日常生活の中でも取り組む
ことのできる「ごみ減らし」を実践して
もらうことを目的とする。

生命と育ちの森
プロジェクト

平成25年
度

平成32年
度

平成28年
度

平成29年
度

昭和57年
度

市(ごみゼロ課)
に登録した団体
(※)
※自治会、子供
会、PTAその他
の市内の一定区
域に住所を有す
る者により形成
された団体で
あって、営利を
目的としないも
の

資源回収事業を行う団体に対し、資源回
収事業奨励補助金を交付することによ
り、団体による資源回収事業の充実及び
拡大を図り、もってごみの減量及び再資
源化に資することを目的とする

各団体から発生する廃棄物
のうち、各団体自らが紙
類・布類及び革製品の資源
物を分別し、資源回収事業
者に引き渡す

景観計画にある市民と行政
が協働するまちづくりを推
進するため、ホームページ
等による情報発信、景観講
座企画・運営、景観資源リ
スト追記と整理及び景観表
彰などを行う。

回収重量が近年減少傾向にあるため、
回収重量の増加及び回収段階で禁忌品
等が混入しているため禁忌品の周知

協働提案事業（ごみ減量に
関する業務・再資源化に関
する業務）

交付の目的に沿って無駄なく支出して
いく。

平成26年
度

市と協働で行う
みどりのネット
ワーク事業に参
加する者で構成
される団体
（以下「ネット
ワーク団体」）

市内の緑化活動団体や市民一人ひとりの
みどりに対する意識の高揚を図り、緑化
の知識の共有、技術の交流等相互に連携
を行うことにより、もって地域のコミュ
ニティの活性化に資するとともに市内の
緑化推進を行うため。

みどりに関するネットワー
ク形成に関する業務
・ネットワークのホーム
ページの運営、管理に関す
る業務
・種からの花苗の育成
・「みどりのカーテン」の
苗の育成・普及
・環境体験学習
・その他この事業において
必要な活動

特になし

平成3年
度

本市に営業路線
を有する路線バ
ス事業者で対象
事業を実施した
事業者

市民の移動手段の一つである路線バスの
利便性向上や利用促進を図ることを目的
に、補助金交付要綱に規定する対象事業
を実施したバス事業者に対して、その経
費の一部を支援する。
高齢化が進む中で、市民の移動手段の一
つである路線バスの利用を促進すること
は必要である。

ノンステップバスの導入や
バス停留所上屋の整備、バ
スロケーションシステムの
整備などに要する経費等を
対象にバス事業者に補助す
る。

なし

特になし

平成14年
度

東京ベイシティ
交通株式会社

バス交通の不便地域の改善をはじめ、高
齢者などの移動制約者の外出支援、公益
施設のアクセス性の強化等を図るために
コミュニティバスを運行する。
コミュニティバスは、民間事業者が採算
性の観点からバスの運行をできない地域
を通っており、多くの市民に利用されて
いることから、路線維持は必要である。

コミュニティバスを運行す
る東京ベイシティ交通㈱に
対して、運行に必要な経費
から運賃収入を差し引いた
額を補助する。

なし

特になし
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94

浦安市分譲マ
ンション等耐
震改修等補助
金(建築指導
課）

事業補助

10,892 ●

特になし 本事業は、今後発生の切迫性が指摘されている首都圏直下型地震へ
の備えとして、建築物の耐震化を行おうとする市民に対して支援す
る制度であり、耐震化促進のためには欠かせない事業と考えてい
る。今後は、啓発事業を活発化させ、さらなる周知を図り、建築物
の耐震化を進めていきたいと考えている。

① ①

96

浦安市明るい
選挙推進協議
会運営費補助
金 (選挙管理
委員会)

混合補助
（運営補
助を主と
する）

300 ●

近隣市と比べると補助金の額は同程度
であり、適当といえる。

明るい選挙の推進や選挙啓発は、行政の仕事ではありますが、その
実現には市民自身による積極的な参加が必要不可欠です。そのため
に全くのボランティアで組織運営、活動を続けていただいている本
協議会への財政的な支援は、是非とも必要なものと考えます。

① ①

97

浦安市教育研
究会運営費補
助金
(指導課)

運営補助

800 ●

近隣市は、補助金があっても、刊行物
の印刷代や教育講演会の講師招へい負
担金のみに使用されている。しかし、
本市では、補助金が各部会の研修費に
直接充てられている他、研究大会費
用、英語スピーチコンテスト及び読書
感想文コンクールの諸費用等にも使用
されており、より児童生徒に直接還元
できるような場面での補助が可能と
なっている。

特になし ① ①

98

浦安市ふるさ
とふれあい教
育活動推進事
業補助金（指
導課）

事業補助

14,600 ●

「特色ある学校づくり」のための事業
を行っている市は多数あるが、浦安市
は学校・園裁量で、独自の「特色ある
教育」を行うための補助をしているた
め、充実した活動を行うことができ
る。

本補助金をもとにした事業が、各幼稚園、小・中学校において、地
域、家庭、学校・園が一体となって子どもを育てる活動として根付
き、成果を挙げている。他の補助金や配当予算、学校支援コーディ
ネーター配置事業等との事業目的が異なるので、今後も継続実施し
ていきたい。

① ①

99

浦安市学校保
健会運営費補
助金
(保健体育安
全課)

混合補助
（事業補
助を主と
する） 1,200 ●

国県では要綱に規定のある補助金はな
い。近隣市では市川市でも同様な補助
金があり人口や市域の違いもあり、市
川市の予算額は浦安市の予算額を上
回っているもので詳細は前回提出した
補助金等調査表のとおりです。

学校保健活動の振興は重要な行政施策であり、学校保健委員会での
研究・事業活動が全市的な取り組みにつながることもあることか
ら、今後も現行通り実施していく必要性がある。

① ①

100

世界一行きた
い科学広場ｉ
ｎ浦安実行委
員会補助金
（生涯学習
課）

事業補助

700 ●

特になし この補助金は、将来の科学技術系の人材育成やこどもの科学への関
心の向上だけでなく、地域の協力を得て実施することから地域づく
りにつながるため、継続すべき補助金であると考える。

① ②
★引き続き繰越金の状況を確
認しつつ、再び増加するよう
であれば、さらなる減額を検
討する。

102

スポーツフェ
ア事業補助金
(市民スポー
ツ課）

事業補助

6,500 ●

近隣市では同様な事業補助金は無い。
江戸川区では類似した事業として
「ウォーキング事業」に補助金を交付
している。
以上から、本市では事業を継続してい
きたい。

気軽に楽しめる軽スポーツを提供することは、生涯スポーツ社会の
確立を図る意味で、今後も必要な事業と考えます。

②
陸上競技場や運
動公園野球場の
完成により、更
なる事業拡大が
図れると考えら
れるため削減を
取り消す。

①

103

東京ベイ浦安
シティマラソ
ン大会実行委
員会補助金
(市民スポー
ツ課）

事業補助

14,500 ●

対象範囲は大きく変わらないが、内容
として浦安が3km、10km、ハーフを
やっているのに対して江戸川区では
1.5km、3km、10kmと規模が浦安市より
小さいので直接的な比較は難しい。

スポーツの振興と交流を図ることを目的としており、「生涯スポー
ツ健康都市」実現のためにも今後とも継続していく必要がある事業
と考えます。

① ②
近隣市党の実施状況を把握
し、参加料の見直し及び補助
額の見直しを行うべき。

平成11年
度

本事業は、実行委員会方式により企業や
学校、ＮＰＯなど多く団体の連携により
開催され、地域の連携強化や市民の科学
への関心を高めることに繋がるものであ
り、公益性が高いことから、行政の関わ
りとして補助金を支出している。

建築物の安全性の向上を図り、もって災
害に強いまちづくりの推進に資する。

平成26年
度

世界一行きたい
科学広場in浦安
実行委員会

建築物の耐震化に係る予備
診断、本診断、耐震改修の
設計、工事監理及び改修工
事に要する費用への助成

平成27年
度

浦安市教育研究
会

市立小・中学校の教職員の自主的な教育
研究活動を奨励し、教職員の資質・指導
力の向上を図るため、浦安市教育研究会
の運営に要する経費の一部に対し、補助
金を交付する。

１学校・地域連携推進事
業
２多様な体験学習推進事業
３学力向上推進事業
４文化・芸術・スポーツ推
進事業
５研究指定校推進事業
６幼・保・小・中連携事業

市立全幼（認
定こども園を含
む。以下同
様）・小・中学
校教育活動支援
協議会

・全国的に耐震化が進んでいない状況
である。
・耐震診断の結果、倒壊の可能性があ
ると判定されても様々な理由から耐震
改修の実施にならず、改修補助金の活
用に繋がらない。
・耐震化の啓発を引き続き行っていく
必要性がある。

昭和56年
度

平成19年
度(診断)
平成21年
度(改修

等)

対象建築物を所
有する個人、法
人、マンション
管理組合等

浦安市明るい選
挙推進協議会

民主主義の基盤である選挙が公正に行
われるためには、有権者の政治意識の向
上に努め、きれいな選挙と投票参加の呼
びかけを常に行っていく必要がある。本
協議会は、この活動を活発に行ってい
る、市民で構成されるボランティア団体
である。本協議会の事業実施の裏付けと
して、活動財源確保が不可欠である。

平成23年度に東日本大震災の影響に
より交付金額を年５０万円から３０万
円に引き下げたところであり、再度見
直しの時期については未定である。
また、近年、市全体で補助金交付の

目的や使途などの他、交付自体の妥当
性が問われているが、市民参加による
選挙啓発や有権者教育という協議会の
担う役割の重要性と、協議会の育成・
発展、さらには完全な自立に向け、ぜ
ひとも必要な資金である

特になし。

学級数に応じて金額を設定してい
るため、園児・児童・生徒数により4月
1日以降に配当金額が変わることがあ
る。

昭和57年
度

次世代を担う子どもたちが
健全に育成することを目的
に、浦安市を拠点に行政や
大学、企業や地域住民など
の人々の連携により、サイ
エンスショーや科学実験な
どを通じて五感を刺激する
ものづくりの楽しさや科
学・自然現象の不思議さを
体験できる場を提供する。

繰越金が多いことから、28年度補助
金額を見直し行った。今後、変更後の
額で繰越金に変化があるか確認してい
く必要がある。

昭和55年
度

浦安市学校保健
会

浦安市における学校保健の普及及び徹底 市立小・中学校及び幼稚園
等における学校保健事業

特になし

浦安スポーツ
フェア実行委員
会

体育の日の趣旨に基づくスポーツイベン
トとして、各種ニュースポーツなどを広
く市民に体験してもらうことにより、ス
ポーツの振興を図り、かつ、市民相互の
親睦を図る。
また、2020年東京オリンピック・パラ

リンピック大会に向け、市民の機運を高
めるため、啓発するものである。

市、教育委員会とスポー
ツフェア実行委員会の共催
で行っている。スポーツ体
験コーナー、赤ちゃんダー
ビー、チャレンジゲーム、
ステージ紹介などを行って
いる。

大会を盛大にするために、著名人を招
いて講演等を行い、報償費を支出して
いたが、震災後の減額により現在は行
えていない。
また、ニュースポーツ紹介のため、

一部外部団体への参加助成金「交通費
等」を支出しているが、スタッフ人数
等により増額の希望があるが、現状維
持でお願いしているため参加団体の負
担が大きいと思われる。

平成3年
度

東京ベイ浦安シ
ティマラソン大
会実行委員会

スポーツの振興と交流を図り、生涯を通
じて、心身ともに健康で明るく、躍動す
るまちづくりを目指すことを目的とす
る。

市内マラソンコースを各部
門（ハーフ・10km・3km）に
分けて開催している。対象
年齢は小学5年生以上として
いる。

特になし

①市立小・中学校の教職員
で構成されている教育研究
団体である浦安市教育研究
会の各教科・領域等の研究
研修事業
②教職員の資質の向上・指
導力の向上を図るための浦
安市教育研究会教育講演会
事業
③研究成果を公開する公開
研究会や成果をまとめた研
究紀要の発行事業

明るい選挙推進協議会の
運営経費、及びきれいな選
挙の推進と選挙啓発事業に
かかる経費

浦安市教育ビジョン５つの「めざす
子ども像」の実現を支え、学校・園と地
域の協働による学校づくり、を支援する
ものである。
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補助金
の名称
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形
態
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助
金

独
自
で
実
施
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る
補
助

金
国県要綱・近隣市補助金との比

較評価
所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性
①現行のまま

継続
②見直して継

続
③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

交付開
始年度

交付先 対象事業の内容 補助金の課題交付の目的・必要性
終了予
定年度

104

オーランド市
マラソン大会
選手派遣事業
補助金（市民
スポーツ課）

事業補助

800 ●

浦安市独自の事業である 29年度で22回目の派遣となり、市が事業の主体となって今年度で22
回の派遣事業の実施となる。
市が主体となって派遣事業を実施しているが、オーランドからの招
待ランナーの受け入れについては浦安市陸上競技協会加盟団体が中
心的な役割を担っており、そうしたことから、ある程度は市民の手
によって交流がなされてきていると感じている。
将来的には、派遣の部分も含めて市民の手によって交流事業が継続
されることが望ましいと考えており、それに向けて、派遣事業の在
り方や補助金のあり方を考えていく必要があると考える。

②
マラソンを通じ
た交流であるこ
とから、浦安市
陸上競技協会に
事業を担っても
らい、陸上競技
協会に補助金を
交付することを
検討する。ま
た、金額につい
ても検討してい
く。

②
★担当課：見直し「マラソン
を通じた交流であることか
ら、浦安市陸上競技協会に事
業を担ってもらい、陸上競技
協会に補助金を交付すること
を検討する。また、金額につ
いても検討していく。」
財政課としても同様に評価す
るとともに、姉妹都市との交
流施策として妥当か、効果が
あるのか、他の方法を含め検
証が必要と考える。

105

浦安市青少年
補導員連絡協
議会運営費補
助金(青少年
センター)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

700 ●

特になし 補助金の運用については、その補助金の性質や内容を十分に精査し
て「会計基準」を策定するとともに、団体の役員・理事へ周知徹底
を図り、理解を得てきたところである。
青少年を取り巻く環境が変化していく中で、地域の中で大人が、子
ども達の健全な育成を支援していくことの大切さが特に問われてい
る現在である。今後地域における青少年補導員の活動が益々重要に
なってくるものと思われる。そういった意味からも地域の担い手と
しての浦安市補導員連絡協議会の運営に関して、引き続き積極的に
支援する必要があるものと考える。

① ①浦安市における補導員相互の連携連絡を
密にし、青少年の非行防止、健全育成を
図るため、協議会の運営に要する経費の
一部に対し、補助金を交付する。

昭和57年
度

平成3年
度

オーランド市マ
ラソン大会選手
派遣団

本市とオーランド市の両市民の交流、親
善及び国際理解の推進を図るとともに、
本市のスポーツの振興に資することを目
的とする

オーランド市で行われる
ハーフマラソンに市民を派
遣する

本事業経費の計上について、補助金と
して計上するのかどうかや、交付先に
ついては検討課題であると考える。

浦安市青少年補
導員連絡協議会

青少年の非行防止及び健全
育成に資する補導、広報啓
発、研修、環境浄化、他機
関との連携に関する事業

現在交付している補助金は、平成17年5
月に提出された「補助金の見直しに関
する提言書」に基づき、平成20年度に
補助金の運用方法等を再度見直し、疑
義の生じない補助金運用を図るため、
「会計基準」を作成して改善をしてき
たところである。
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２．市内団体（社会教育関係団体活動補助金）への補助

補助金
の名称

交付開
始年度

補
助
形
態

H
3
0
予
算

国
・
県
補
助
要
綱
に
規

定
の
あ
る
補
助
金

独
自
で
実
施
し
て
い
る

補
助
金

国県要綱・近隣市補助金との比
較評価

所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性

①現行のまま継
続

②見直して継続
③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

1

(浦安市社会
教育関係団体
活動補助金)

浦安市青少年
相談員連絡協
議会(青少年
課)

事業補助

650 ●

他市の補助金交付額と比較しても妥
当であると判断される。

青少年相談員は地域の青少年の健全育成を推進する目的で千葉県
及び浦安市が委嘱しその任務を果たしているものであり、様々な
健全育成事業が展開されその活動も市民に浸透してきている。ま
た、自主事業の他にも花火大会・盆踊り大会時の警備や翌日清掃
など市行事の応援活動、また市の付属機関・庁内検討委員会の委
員として参加するなど幅広い活動している。今後も、地域の青少
年教育の担い手として地域の健全育成を積極的に推進する活動を
支援していく必要があると考える。

① ①

2

子ども会(40)
及び浦安市子
ども会育成連
絡協議会(青
少年課)

事業補助

1,730 ●

補助金を交付していない近隣市もあ
るが、本市においては、子ども会の
活動は青少年の健全育成に大きく寄
与しているため、今後も市全体の青
少年健全育成推進のために支援する
必要がある。

地域の子ども達の健全育成活動に携わる子ども会は、地域教育の
核となって活動していることから、地域での活動も活発になり、
そのことにより地域住民と一体となって子どもの育ちを支援する
しくみがでてきていると思われる。今後も、青少年の健全育成を
醸成する環境づくりにつながるその活動を市全体の健全育成を推
進するために支援していきたい。

① ①

80

80

80

80

5
浦安市リー
ダースクラブ
(青少年課)

事業補助

150 ●

類似団体が存在する市のほとんどで
補助金を交付しており、本市におい
ても、リーダースクラブの活動は青
少年の健全育成に大きく寄与してい
るため、今後も市全体の青少年健全
育成推進のために支援する必要があ
る。

地域の子ども達の健全育成活動に携わるリーダースクラブは、子
ども会活動や市の青少年事業の支援、青少年健全育成活動のサ
ポートや地域社会への奉仕を行ってきている。青少年で構成され
る団体は数少なく、その活動場所が新たな居場所として相乗効果
を生み出していることもあり、今後も市全体の健全育成を推進す
るために支援することは必要であると考えている。

① ①

6
浦安市婦人の
会連合会
(生涯学習課)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

1,500 ●

近隣市は、同様の会に補助金支出し
ていない、もしくは団体が存在しな
い。

当該団体の社会教育活動および生涯学習時代における地域づくり
をめざした様々な活動は大きな特色として定着している。
特に、行政機関と協働した活動の歴史は長く、他の団体にはない
独自性を持っている。
今後も若年層を巻き込みながらさらに継続発展できるよう支援し
ていきたい。

②
補助率、限度額等
の設定について団
体側と調整してく

②

7

浦安市立小・
中学校PTA連
絡協議会(生
涯学習課)

事業補助

1,500 ●

近隣市と比較すると、本市は補助金
額の面では厚く補助を行っていると
言えるが、その分充実した事業が行
えている状況にあると考えられる。

当該団体の地域づくりを目指した様々な社会教育活動は大きな特
色として定着している。活性化に向けての動きや事業の見直しな
ど、改革の動きも自発的に始めているところであり、継続発展で
きるように支援していきたい。

②
補助率、限度額等
の設定について団
体側と調整してく

②
・担当「見直しの時
期未定。補助率、限
度額等の設定につい
て団体側と調整して
く必要がある。」
同様に評価する。

8

浦安地区公立
幼稚園PTA連
絡協議会(生
涯学習課)

混合補助
（事業補
助を主と
する） 600 ●

公立幼稚園・こども園の連合組織が
ある自治体なく、比較ができない。

当該団体の社会教育活動における地域づくりをめざした様々な活
動は大きな特色として定着している。
さらに活動の活性化に向けて、継続発展できるよう支援していき
たい。

②
補助率、限度額等
の設定について団
体側と調整してく

②
・担当「見直しの時
期未定。補助率、限
度額等の設定につい
て団体側と調整して
く必要がある。」
同様に評価する。

9
浦安市民謡舞
踊連盟
(生涯学習課)

混合補助
（事業補
助を主と
する） 285 ●

近隣市補助金と比較して、総額とし
ては低くなっている。

民謡舞踊は多くの高齢者にとっても生涯学習の拠り所となってい
る。また、連盟の活動は、民謡舞踊の研鑽・普及のほか、地域事
業への参加や福祉活動など多岐にわたり、文化の振興とともに地
域活動に寄与しており、継続すべき補助金であると考える。

① ①

10
浦安市美術協
会
(生涯学習課)

事業補助

285 ●

近隣市補助金と比較して、総額とし
ては低くなっている。

同協会は、美術協会展を年１回開催するほか、市美術展への協力
など、市の芸術文化の普及活動に寄与しており、継続すべき補助
金であると考える。

① ①

① ①

事業補助

事業補助

①

ガールスカウ
ト千葉第60
団・千葉第80
団 (青少年課

●

補助金を交付していない近隣市もあ
るが、本市においては、ボーイスカ
ウトの活動は青少年の健全育成に大
きく寄与しているため、今後も市全
体の青少年健全育成推進のために支
援する必要がある。

補助金を交付していない近隣市もあ
るが、本市においては、ガールスカ
ウトの活動は青少年の健全育成に大
きく寄与しているため、今後も市全
体の青少年健全育成推進のために支
援する必要がある。

ボーイスカウトは、その設立趣旨から、活動を通じて社会への奉
仕を根底においている団体であり、市政への協働参加も積極的に
行っており、その活動を支援することは市の健全育成活動推進に
直結するものである。少子化の中で会員数確保など課題はある
が、活動内容から社会需要は見込まれるものと思われるため、今
後も継続していきたい。

ガールスカウトはその設立趣旨から、活動を通じて社会への奉仕
を根底においている団体であり、市政への協働参加も積極的に
行っており、その活動を支援することは市の健全育成活動推進に
直結するものである。少子化の中で会員数確保など課題はある
が、活動内容から社会需要は見込まれるものと思われるため、今
後も継続していきたい。

①

平成4年
度

浦安市美術
協会

継続的な普及活動や研修などを通じて、市
の文化を創造・発展させているため。

市の芸術文化の発展
に寄与するため、美
術協会展を年１回開
催するほか、市美術
展への協力、講習
会、研修会を実施し
ている。

翌年度繰越金が補助金額を上回らない
よう確認を怠らない。

昭和61年
度

浦安市民謡
舞踊連盟

継続的な普及活動や研修などを通じて、市
の文化を創造・発展させていくため。

民謡舞踊の普及に努
め、郷土芸能の育成
保存を目的に、民謡
舞踏大会の開催やU
センター慰問、研修
などを行っている。

翌年度繰越金が補助金額を上回らない
よう確認を怠らない。

昭和56年
度

浦安地区公
立幼稚園
PTA連絡協
議会

本市における社会教育活動の推進を図るた
め、社会教育関係団体（公立幼稚園ＰＴＡ
連絡協議会）の行う事業に要する経費の一
部に対して、補助金を交付するものであ
る。

・講演会
・研究協議会
・県P研究協議会

現状、活動経費の大部分が補助金でま
かなわれている状況であることから、
団体の運営のあり方を検討する余地が
あると考える。

昭和56年
度

浦安市立
小・中学校
PTA連絡協
議会

本市における社会教育活動の推進を図るた
め、社会教育関係団体（浦安市立小中学校
ＰＴＡ連絡協議会）の行う事業に要する経
費の一部に対して、補助金を交付するもの
である。

研修会・防犯セミ
ナー・スポーツ大
会・市P連だより発
行・プロバイダ使用
料・通信費・日P県P
研究協議会参加費。

市内全小中学校が加盟していない状況
にあるため、全市的な活動ではある
が、補助金の行き届かない地区があ
る。

昭和56年
度

浦安市婦人
の会連合会

本市における社会教育活動の推進を図るた
め、社会教育関係団体（浦安市婦人の会連
合会）の行う事業に要する経費の一部に対
して、補助金を交付する。

・研修会の開催
・小中学校・郷土博
物館での社会人講師
(貝むき実演、郷土
料理・盆踊り指導）
・各種学習部会によ
る講習会の開催
・各種行事への参加

活動実績に基づき補助金を交付してい
るが、今後は上限額や補助率を定める
などの検討をしていく必要がある。

昭和56年
度

浦安市リー
ダースクラ
ブ

地域の子ども達の健全育成活動に携わる浦
安リーダースクラブは、子ども会活動や市
の青少年事業の支援などを行っている。そ
の活動を市全体の健全育成を推進するため
に支援することは必要である。

浦安リーダースクラ
ブの全ての事業

事業内容を検証しながら、より効果的
な事業が実施できるよう、市も関わり
を持つ必要がある。

事業内容を検証しながら、より効果的
な事業が実施できるよう、市も関わり
を持つ必要がある。

●

4
昭和56年

度

ガールスカ
ウト千葉第
60団・千葉
第80団

ガールスカウトはその設立趣旨から、活動
を通じて社会への奉仕を根底においている
団体であり、市政への協働参加も積極的に
行っており、その活動を支援することは市
の健全育成活動推進に直結するものであ
る。

ガールスカウトの活
動事業

事業内容を検証しながら、より効果的
な事業が実施できるよう、市も関わり
を持つ必要がある。

3
昭和56年

度

ボーイスカ
ウト浦安第
1団・浦安
第2団

ボーイスカウトはその設立趣旨から、活動
を通じて社会への奉仕を根底においている
団体であり、市政への協働参加も積極的に
行っており、その活動を支援することは市
の健全育成活動推進に直結するものであ
る。

ボーイスカウトの活
動事業ボーイスカウ

ト浦安第1
団・浦安第2
団 (青少年
課)

交付先 交付の目的・必要性 対象事業の内容

事業内容を検証しながらより効果的な
事業が実施されるよう市も係っていく
必要がある。

補助金の課題

事業内容を検証しながら、より効果的
な事業が実施できるよう、市も関わり
を持つ必要がある。

子ども会は、地域における意図的な異年齢
の集団であり、地域の社会・文化の伝承と
遊び・集団活動体験を通して、一人ひとり
の子どもの成長を促すことを目的としてお
り、地域の子どもたちの健全育成活動に携
わる地域教育の核となっている。このこと
からも、市全体の健全育成を推進するため
に活動を支援することは必要である。

子ども会における全
ての事業

昭和59年
度

終了予
定年度

青少年相談員は地域の青少年の健全育成を
推進する目的で千葉県が委嘱しその任務を
果たしているものであり、浦安市において
も浦安市青少年相談員設置要綱を定め委嘱
を行っている。自然体験教室、夏のキャン
プ等の自主事業を実施するほか、花火大
会・盆踊り大会時の警備や翌日清掃など市
行事の応援活動、また市の付属機関・庁内
検討委員会の委員として参加するなど幅広
い活動をしている。これらの事業を行う際
に収入で不足する分を補助金として交付す
る必要がある。

市内の青少年を対象
とする健全育成事業

昭和56年
度

子ども会
(40)及び浦
安市子ども
会育成連絡
協議会

浦安市青少
年相談員連
絡協議会

15



補助金
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交付開
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独
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国県要綱・近隣市補助金との比
較評価

所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性

①現行のまま継
続

②見直して継続
③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

交付先 交付の目的・必要性 対象事業の内容 補助金の課題
終了予
定年度

11
浦安市華道協
会
(生涯学習課)

事業補助

200 ●

近隣市補助金と比較して、総額とし
ては低くなっている。

浦安市華道協会については、各流各派の指導者の集まりであり、
会員資格は師範者以上である。
市役所や、公民館、議会時の花などを活けていただいており、文
化の振興とともに地域活動に寄与しており、継続すべき補助金で
あると考える。

① ①

12

(浦安市社会
教育関係団体
活動補助金)

浦安市吟剣詩
舞道連盟(生
涯学習課)

事業補助

570 ●

近隣市補助金と比較して、総額とし
ては低くなっている。

吟剣詩舞道は多くの高齢者にとっても生涯学習の拠り所となって
いる。また、連盟の活動は、吟剣詩舞道の研鑽・普及のほか、地
域事業への参加や福祉活動など多岐にわたり、文化の振興ととも
に地域活動に寄与しており、継続すべき補助金であると考える。

① ①

13
浦安市合唱連
盟(生涯学習
課)

事業補助

570 ●

近隣市補助金と比較して、総額とし
ては低くなっている。

市内の合唱団で構成し、浦安の音楽文化の向上と発展、合唱の普
及、地域との文化交流を目的に結成された団体であり、当該団体
への補助は市の文化の活発化、発展につながると考える。

① ①

14
浦安シティ
オーケストラ
(生涯学習課)

事業補助

2,650 ●

近隣市補助金と比較して、総額とし
ては低くなっている。

浦安シティオーケストラは、市内唯一のオーケストラとして、定
期演奏会の開催や、市民演奏会への参加のほか市の音楽活動への
協力が不可欠であり、引き続き市の援助が必要と考えている。

① ②
★平成30年度より、
青少年と奏でる音楽
のまちづくり事業補
助金を統合してお
り、今後効果の検証
をしてくべき。

15
浦安市読書会
連絡協議会
(中央図書館)

運営補助

100 ●

近隣の自治体には補助金という形で
支援を行っている事例はないが、県
立図書館は、県内の自治体の読書会
への支援として、読書会専用の図書
（10冊文庫）の貸出や研修会の開催
をしている。また近隣の自治体で
も、施設の貸出、図書の貸出等の支
援を実施している。

「文字・活字文化振興法」の第７条第４項に「国及び地方公共地
方団体は、地域における文字・活字文化の振興を図るため、文
字・活字文化の振興に資する活動を行う民間団体の支援その他の
必要な施策を講ずるものとする」とあるとおり、また、本市の生
涯学習推進計画においても、社会教育関係団体との連携・協働に
より市民の学習活動を推進することとしているため、補助金の交
付は継続されるべきであると考える。

① ①

16
浦安お洒落保
存会(郷土博
物館)

事業補助

300 ●

補助対象範囲については、近隣市と
共通している。
他市町村の博物館に比べて文化芸術
に対する補助金は高額となっている
が、他館と比較すると年間入館者数
が３倍～５倍と突出しており、ま
た、博物館で行っている活動も盛ん
であることから、事業経費は比例し
て高くなることや、毎年の活動計画
に合わせた金額設定を行っており、
現状は適正であると判断する。

広く市民の模範となるような、優れた文化芸術活動を展開してい
る事業に対する補助金の交付であり、極めて妥当である。
講演会などを継続的に開催することで、広く市民が参加、鑑賞す
る機会の増加に伴い、市民の文化意識を高めるとともに、新たな
会員加入への取り組みにもつながっている。

① ①

17
浦安囃子保存
会(郷土博物
館)

事業補助

300 ●

補助対象範囲については、近隣市と
共通している。
他市町村の博物館に比べて文化芸術
に対する補助金は高額となっている
が、他館と比較すると年間入館者数
が３倍～５倍と突出しており、ま
た、博物館で行っている活動も盛ん
であることから、事業経費は比例し
て高くなることや、毎年の活動計画
に合わせた金額設定を行っており、
現状は適正であると判断する。

広く市民の模範となるような、優れた文化芸術活動を展開してい
る事業に対する補助金の交付であり、極めて妥当である。
講演会などを継続的に開催することで、広く市民が参加、鑑賞す
る機会の増加に伴い、市民の文化意識を高めるとともに、新たな
会員加入への取り組みにもつながっている。

① ①

18
浦安細川流投
網保存会(郷
土博物館)

事業補助

300 ●

補助対象範囲については、近隣市と
共通している。
他市町村の博物館に比べて文化芸術
に対する補助金は高額となっている
が、他館と比較すると年間入館者数
が３倍～５倍と突出しており、ま
た、博物館で行っている活動も盛ん
であることから、事業経費は比例し
て高くなることや、毎年の活動計画
に合わせた金額設定を行っており、
現状は適正であると判断する。

広く市民の模範となるような、優れた文化活動を展開している事
業に対する補助金の交付であり、極めて妥当である。
講演会などを継続的に開催することで、広く市民が参加、鑑賞す
る機会の増加に伴い、市民の文化意識を高めるとともに、新たな
会員加入への取り組みにもつながっている。

① ①

平成7年
度認定

浦安細川流
投網保存会

伝統文化活動に関わる費用の一部を補助す
ることにより、団体の自主的な文化活動を
活発化させ、その普及・継承により、広く
伝統文化の振興を図ることを狙いとする。
社会教育活動の推進を図るため、社会教育
関係団体が行う事業に要する経費の一部を
補助する。

毎月第１・３日曜日
の定期練習の他、市
のイベント（カフェ
テラスin境川）や博
物館事業（境川乗船
など）への協力を
行っている。

道具の修理や購入にあたっては、そ
の時々で必要な金額等が変わる。

現状は適正であると考えるが、今後
も補助や、金額が適正になされている
かの確認をしなければならない。

昭和56年
度認定

浦安囃子保
存会

伝統文化活動に関わる費用の一部を補助
することにより、団体の自主的な文化活動
を活発化させ、その普及・継承により、広
く伝統文化の振興を図ることを狙いとす
る。社会教育活動の推進を図るため、社会
教育関係団体が行う事業に要する経費の一
部を補助する。

博物館の年中行事、
体験事業への協力、
毎月第２日曜日の定
期練習などを実施し
ている。

道具の修理や購入にあたっては、そ
の時々で必要な金額等が変わる。

現状は適正であると考えるが、今後
も補助や、金額が適正になされている
かの確認をしなければならない。

昭和56年
度認定

浦安お洒落
保存会

伝統文化活動に関わる費用の一部を補助
することにより、団体の自主的な文化活動
を活発化させ、その普及・継承により、広
く伝統文化の振興を図ることを狙いとす
る。社会教育活動の推進を図るため、社会
教育関係団体が行う事業に要する経費の一
部を補助する。

当該団体は、郷土博
物館視聴覚室におい
て、毎週土曜日（第
1、2、4は公開練
習、第３は非公開）
に練習を行ってお
り、当館主催事業へ
の協力、学校でのお
洒落体験の実施、イ
ベントへの出演を
行っている。

道具の修理や購入にあたっては、そ
の時々で必要な金額等が変わる。

現状は適正であると考えるが、今後
も補助や、金額が適正になされている
かの確認をしなければならない。

昭和58年
度

浦安市読書
会連絡協議
会

浦安市読書会連絡協議会は、同会に加盟し
ている６つの読書会によって組織されてい
る。昭和57年の発足以来、読書会の相互の
連絡・交流のための組織として市民の自主
的な読書会活動を支援するとともに、図書
館と連携しながら、活動成果を地域に伝え
る役割を担ってきた。その活動をより一層
充実させるために補助を行うものである。

浦安市読書会連絡協
議会が主催する講演
会や文学散歩等の事
業の開催および、浦
安市読書会連絡協議
会と各読書会の１年
間の活動記録と成果
報告のための機関誌
『さんばし』の発
行。

特になし

平成7年
度

浦安シティ
オーケスト
ラ

団員相互の協力により、演奏会等を開催
し、浦安市の音楽文化の創造と発展及び普
及に努めているため。

年２回の定期演奏会
を開催するほか、市
民演奏会にも参加し
ている。

翌年度繰越金が補助金額を上回らない
よう確認を怠らない。

昭和61年
度

浦安市合唱
連盟

市内の合唱団で構成し、浦安の音楽文化の
向上と発展、合唱の普及、地域との文化交
流を目的に結成された団体であり、市の文
化の活発化、発展につながるため。

市の純粋なる音楽文
化向上発展のため
に、会員相互の協力
及び啓蒙に努め、合
唱音楽の普及発達を
図り、合わせて他地
域との文化交流を図
ることを目的として
活動を行っている。

翌年度繰越金が補助金額を上回らない
よう確認を怠らない。

昭和61年
度

浦安市吟剣
詩舞道連盟

継続的な普及活動や練習などを通して、市
の文化を創造・発展させているため。

市民の情操を豊かに
し吟剣詩舞道の振興
を図り、浦安市文化
芸術の向上発展に寄
与することを目的と
して、吟剣詩舞道振
興のための諸事業、
発表会及び温習会の
開催などを行ってい
る。

翌年度繰越金が補助金額を上回らない
よう確認を怠らない。

昭和61年
度

浦安市華道
協会

継続的な普及活動や研修をなどを通じて、
市の文化を創造・発展させているため。

華道を通じて市の文
化発展に寄与するた
め、市の文化事業へ
の協力、会員相互の
研究・講演会、野外
研究、定期または随
時華展を行ってい
る。

翌年度繰越金が補助金額を上回らない
よう確認を怠らない。
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補助金
の名称

交付開
始年度

補
助
形
態

H
3
0
予
算

国
・
県
補
助
要
綱
に
規

定
の
あ
る
補
助
金

独
自
で
実
施
し
て
い
る

補
助
金

国県要綱・近隣市補助金との比
較評価

所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性

①現行のまま継
続

②見直して継続
③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

交付先 交付の目的・必要性 対象事業の内容 補助金の課題
終了予
定年度

19
浦安舟大工技
術保存会(郷
土博物館)

事業補助

300 ●

補助対象範囲については、近隣市と
共通している。
他市町村の博物館に比べて文化芸術
に対する補助金は高額となっている
が、他館と比較すると年間入館者数
が３倍～５倍と突出しており、ま
た、博物館で行っている活動も盛ん
であることから、事業経費は比例し
て高くなることや、毎年の活動計画
に合わせた金額設定を行っており、
現状は適正であると判断する。

広く市民の模範となるような、優れた文化活動を展開している事
業に対する補助金の交付であり、極めて妥当である。
講演会などを継続的に開催することで、広く市民が参加、鑑賞す
る機会の増加に伴い、市民の文化意識を高めるとともに、新たな
会員加入への取り組みにもつながっている。

① ①

20

浦安市体育協
会
(市民スポー
ツ課)

混合補助
（運営補
助を主と
する）

15,320 ●

補助金額に差はあるものの、補助内
容等大きな差はないと考える。

本市のスポーツ競技力の向上、市民の健康増進・体力向上など、
生涯スポーツ社会の実現を目指す上で、体育協会は中心的な役割
のある団体であり、検討すべき課題があるものの、補助は必要な
事業と考えます。

① ①

21

(浦安市社会
教育関係団体
活動補助金)

浦安市スポー
ツ推進委員連
絡協議会活動
費補助金(市
民スポーツ
課)

運営補助

800 ●

近隣市で同様な補助事業として船橋
市が挙げられる。船橋市では、本市
と比較すると約32万円程度高くなっ
ているが補助対象等も類似している
ので必要な事業であると考えてい
る。

気軽に楽しめる軽スポーツを提供することは、生涯スポーツ社会
の確立を図る意味で、今後も必要な事業と考えている。

① ①

22

浦安市軽ス
ポーツ協会
(市民スポー
ツ課)

運営補助

770 ●

近隣市において類似した補助金がな
いため比較ができない。

「生涯スポーツ健康都市」を掲げる中で、だれでも気軽に楽しめ
る軽スポーツは今後重要な役割を果たしていくと考えれられるた
め、引き続き補助を続けていく必要があると考える。

① ①

28

全国大会・関
東大会出場団
体(市民ス
ポーツ課)

事業補助

2,000 ●

他市に奨励金として交付していると
ころがほとんどであり、交付額も一
律または上限の設定（実質、交付額
一律）をしており、上限を設けずか
つ補助金としての交付をしている市
は見られない。

近隣市の状況を鑑みると奨励金という形で交付しているので、本
市でも交付状況を注視しつつ今後の交付方法について検討を行っ
ていきたい。

① ②
★二重交付について
は、県などの要綱で
把握するなど、実態
が悪を進め、補助金
の見直しにつなげる
こと。

②
★繰越金発生団体に
ついては、その状況
を分析し、補助金の
減額等を検討する

●H28からの繰越金が
多い団体は、サッ
カー協会4種委員会
（266,814円）全体決
算額は個人登録料も
含め、約1,700千円。
詳細な対象内外経費
を現状では分けてい
ないことから、対象
内外経費を十分に検
討する必要がある。

運営補助 類似した補助金が少なかったが、い
ずれも対象としている経費について
は類似していた。

繰越金が発生している団体もあり、今後より慎重に各団体との協
議を行い、必要な補助額を改めて見極める必要がある。

②
補助額の見直し

各スポーツに興味のある、選手の育成、生
涯スポーツという観点からも、少年へのス
ポーツの普及が必要と考えられるため。

少年スポーツ団体の
活動に要する経費の
一部を補助

昭和56年
以降

全国大会・
関東大会出
場団体

全国大会等選手派遣費補助金交付規程 全国関東大会参加に
伴う旅費及び宿泊費
補助。

・補助金交付金額の予測がたてられ
ず、予算計上時の積算根拠がない。
・県の競技団体（県協会・連盟）から
の補助など、二重交付になっていない
かのチェックが困難（他からの補助を
受けていないことの証明ができない）

団体によって、繰越金が発生していた
ので今後補助額の見直しが必要。

●

23
～
27

1,450

少年野球連
盟、サッカー
協会4種委員
会、ジュニア
ゴルフ協会、
ソフトテニス
ジュニア(市
民スポーツ
課)

少年野球連
盟、サッ
カー協会4
種委員会、
ジュニアゴ
ルフ協会、
ソフトテニ
スジュニア昭和56年

度

平成12年
度

浦安市軽ス
ポーツ協会

補助金の対象となる活動は、社会教育関係
団体が継続的かつ計画的に実施するスポー
ツに関する事業であり、団体を支援するこ
とでスポーツ振興を図ることができる。

加盟9団体への活動
助成

協会による自主運営の元、事業の補助
を行っていけることが望ましいが、現
状各団体からの反発が予想されるため
難しい。

昭和57年
度

浦安市ス
ポーツ推進
委員連絡協
議会活動費
補助金

市民の健康増進・体力づくりを目指して、
いつでも、どこでも、誰でも気軽に出来る
軽スポーツ、ニュースポーツ等の普及を目
指した活動を補助する。

中央地区、日の出地
区、高洲地区の3地
区でインディアカ、
ミニバレーボール、
ドッヂビーなどの軽
スポーツを地区活動
として実施してい
る。その他、軽ス
ポーツ大会、ウォー
キング事業の企画・
運営を行っている。

補助金の交付によって、市民に対して
スポーツの振興を図れていることから
引き続き補助金の交付を申請する。
活動にあたっては、最小の費用で最大
の効果があげられるよう努めていく。

昭和56年
度

浦安市体育
協会

本市のスポーツの普及、競技力の向上は基
より、市民の健康増進・体力向上など、生
涯スポーツ社会の実現を目指す。

主に浦安市体育協会
運営費を補助してい
る。

ＮＰＯ法人や一般財団法人化している
他市体育協会もあり、補助金の交付と
協会のあり方を並行して検討していく
必要がある。

平成7年
度認定

浦安舟大工
技術保存会

伝統文化活動に関わる費用の一部を補助す
ることにより、団体の自主的な文化活動を
活発化させ、その普及・継承により、広く
伝統文化の振興を図ることを狙いとする。
社会教育活動の推進を図るため、社会教育
関係団体が行う事業に要する経費の一部を
補助する。

浦安の伝統技術であ
る「浦安の舟大工技
術」の伝承、普及を
図っている。また、
博物館事業への協力
を行っている。

道具の修理や購入にあたっては、そ
の時々で必要な金額等が変わる。

現状は適正であると考えるが、今後
も補助や、金額が適正になされている
かの確認をしなければならない。
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３．市外関係団体への補助

補助金
の名称

交付開
始年度

補
助
形
態

H
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算

国
・
県
補
助
要
綱
に
規
定

の
あ
る
補
助
金

独
自
で
実
施
し
て
い
る
補

助
金

国県要綱・近隣市補助金との比
較評価

所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性
①現行のまま継

続
②見直して継続

③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

1

千葉県立行徳
高等学校定時
制振興会運営
費補助金 (教
育総務課)

運営補助

180 ●

近隣市と比較すると、補助金交付額
は少ないが浦安市在住の千葉県立行
徳高等学校定時制生徒数を鑑みると
妥当である。

補助金を交付することにより、行徳高校定時制教育の充実発展に
寄与できているものと考えています。今後も定時制教育の充実を
図るため支援してまいりたいと考えています。

① ③
★振興会との取り決
めや、関係自治体の
動向も踏まえつつ、
繰越金の推移をみて
補助金の廃止も検討
する

補助金
の名称

交付開
始年度

補
助
形
態

H
3
0
予
算

国
・
県
補
助
要
綱
に
規
定

の
あ
る
補
助
金

独
自
で
実
施
し
て
い
る
補

助
金

国県要綱・近隣市補助金との比
較評価

所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性
①現行のまま継

続
②見直して継続

③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

1

被災者住宅等
再建支援利子
補給金
(住宅課)

事業補助

8,200 ●

対象期間を延長した市もあるが、浦
安市の場合は、本補助金を活用した
住宅の復旧が順調に進んだため、新
規受け付けを平成28年3月31日融資実
行分をもって終了した。

東日本大震災により、住宅に被害を受けた被災者の早期再建への
支援として必要な事業。
なお、本補助金を活用した住宅の復旧が順調に進んだことから、
平成28年3月31日融資実行分をもって新規受け付けを終了し、当補
助金の目的は達成された。

③既交付決定者のみ
の支給であり、利子
補給対象期間（５年
間）が終了後、本補
助金も廃止

③

2

浦安市中小企
業資金利子補
給金
(商工観光課)

事業補助

45,000 ●

本市と同様に利子の一部を補給する
制度が存在する。

支援を行うことは、中小企業の発展につながる経済の活性化を目
的としており、経済状況も加味して見直しを図りつつも継続して
実施していく。

②社会情勢を加味し
た融資メニューの新
設

②

3

浦安市中小企
業退職金共済
掛金補助金
(商工観光課)

事業補助

8,200 ●

補助金額等に差異はあるが、近隣市
でも同様の補助制度を設けている自
治体が多い。

今後は社会情勢等を注視しながら必要に応じて交付期間や補助金
額の見直しを図る。

②
交付期間と補助金額

②

4

浦安市特定退
職金共済掛金
補助金
(商工観光課)

事業補助

520 ●

補助率等に多少の差異はあるもの
の、近隣市(市川市・船橋市)では同
様の制度を実施している。

今後は必要に応じて交付期間や補助金額の見直しを図る。 ②
交付期間や補助金額

②

新規受付が終了しており、今後は交付
決定済者のみが対象となるため、請求
漏れ等がないよう周知していく。

補助金の課題

特退金制度は独力では退職金制度を設
けることが困難な中小企業者に、従業
員の福祉の増進を図るとともに、中小
企業の振興を図ることを目的としてお
り、一定の必要性はあると考えるが、
交付期間や補助額の見直しは必要と考
える。

中退金制度は独力では退職金制度を設
けることが困難な中小企業者に、従業
員の福祉の増進を図るとともに、中小
企業の振興を図ることを目的としてお
り、一定の必要性はあると考えるが、
交付期間や補助額の見直しは必要と考
える。

市場金利の低下に従って、利用件数が
下降する傾向がみられる。
金利や利子補給率、資金用途を見直す
など、社会情勢の変化に応じて、利子
補給も含めた融資制度全体の見直しを
適宜行っていくことが必要である。

平成23年
度

平成32年
度

昭和52年
度

交付先 交付の目的・必要性 対象事業の内容 補助金の課題

昭和57年
度

千葉県立行
徳高等学校
定時制振興
会

浦安市在住の千葉県立行徳高等学校定時制
生徒の高等学校教育の充実発展を図るた
め、振興会の運営に要する経費の一部に対
し、補助金交付要綱に基づき補助金を交付
する。

千葉県で開催される
体育大会への参加費
や負担金、また部活
動に伴う消耗品や物
品の購入など、学校
教育充実発展のため
の費用に充てる。

浦安市と市川市で補助金の交付をして
いることから、今後についても本市か
ら在学する生徒数の推移を踏まえ、補
助金額の見直しを検討する必要がある
と考える。

終了予
定年度

交付先 交付の目的・必要性 対象事業の内容

４．個人への補助への補助

終了予
定年度

東北地方太
平洋沖地震
により住宅
等に被害を
受けた被災
者等

東北地方太平洋沖地震により住宅等に被害
を受けた方が、住宅の再建のためにその資
金を金融機関から借り入れた場合、借入金
の支払い利息について利子補給を行うこと
で、生活再建を支援し、被災地域の速やか
な復興に資することを目的とする

住宅等に被害を受け
た方が、住宅の再建
(建設・購入・補
修）のためにその資
金を金融機関から借
り入れた場合、借入
金の支払い利息につ
いて利子補給を行う
（H27年度で受付け
完了。5年間の補給
期間に係る予算）

昭和40年

市融資制度
により、各
種資金の融
資を受けて
いる事業者

市制度に基づく融資を受けている事業者に
対して、利子の一部を補助することで、市
内中小企業者の振興を図る。

設備・運転などの融
資を受けたものに対
し、利子補給を行い
経営の安定化を促進
し中小企業の振興を
図る。

勤労者退職
金共済機構
と退職金共
済契約を締
結した事業
者

退職金共済制度加入により中小企業従業員
の福祉の増進と中小企業の振興を図る。

新たに退職金共済制
度に加入した従業員
を有する中小企業者
に対し、退職金共済
契約を締結した日の
属する月から3カ
年、被共済者1人に
つき、退職金共済契
約を締結した日の属
する月から起算して
12カ月分の掛金納付
額に100分の20を乗
じた額を補助する。
ただし、被共済者1
人につき20,000円を
限度とする。

平成11年
度

浦安商工会
議所と退職
金共済契約
を締結した
事業者

退職金共済制度加入により中小企業従業員
の福祉の増進と中小企業の振興を図る。

新たに退職金共済制
度に加入した従業員
を有する中小企業者
に対し、退職金共済
契約を締結した日の
属する月から3カ
年、被共済者1人に
つき、退職金共済契
約を締結した日の属
する月から起算して
12 カ月分の掛金納
付額に100分の20を
乗じた額を補助す
る。ただし、被共済
者1人につき20,000
円を限度とする。
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国県要綱・近隣市補助金との比
較評価

所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性
①現行のまま継

続
②見直して継続

③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

交付先 交付の目的・必要性 対象事業の内容 補助金の課題
終了予
定年度

5

浦安市障がい
者職場実習奨
励金
(商工観光課)

事業補助

800 ●

市内の近隣市では同様の制度を行っ
ている。
補助金の金額も同額であり、特に本
市の制度が特徴的な点は見受けられ
ない。

市内在住の障がい者の職場実習先を確保するという点で資すると
ころがある事業であり、今後も継続していきたい。

① ①

6

浦安市高年齢
者及び障がい
者雇用促進奨
励金(商工観
光課)

事業補助

4,050 ●

近隣市でも概ね同種の事業を実施し
ている。

引き続き制度運用を行いながら、社会情勢を踏まえて必要な制度
改正を行っていく。

① ①

8

介護職員研修
受講料等助成
金（介護保険
課）

事業補助

900 ●

県要綱に沿った補助金額で事業を実
施しており、近隣市についても県補
助金を活用して事業実施しているこ
とから同様の補助額で運用してい
る。

全国的な介護人材不足の状況や、今後の高齢化・介護度重度化の
展望を踏まえると、今後もこのような助成を継続していく必要が
ある。

②
実務者研修修了者も
対象としていく。

①

9

保育士資格取
得講座受講料
等補助金（保
育幼稚園課）

事業補助

750 ●

千葉県が市町村を対象として同種の
事業を開始したため、今年度より近
隣市でも実施を開始している。

保育士の確保を進めていく必要があり、今後も継続していく。 ②
県補助金への対応

②

10

浦安市認証保
育所通園児補
助金
(保育幼稚園
課)

事業補助

29,103 ●

類似事業実施近隣自治体との比較で
は、上限額に5000円程度の差があ
る。

保護者の負担軽減の効果があるため必要であり、今後も継続して
いく。

① ①

11

浦安市簡易保
育所通園児補
助金
(保育幼稚園
課)

事業補助

48,510 ●

近隣自治体の多くで実施している事
業ではあるが、対象施設の範囲を隣
接地域に限定するなど、その補助基
準に差異がみられる。

保護者の負担軽減の効果があるため必要であり、今後も継続して
いく。

① ①

12

浦安市幼稚園
就園奨励費補
助金 (保
育幼稚園課)

事業補助

116,542 ●

国限度額からの上乗せについては、
近隣市より高い水準となっている。

私立幼稚園に通園する保護者の負担を直接的に軽減しているた
め、今後も継続していく必要がある。

① ②
担当課「国限度額か
らの上乗せについて
は、近隣市より高い
水準となってい
る。」この点は、単
独分の一律定額補助
に関し、見直しを行
うべきである。

13

浦安市太陽光
発電システム
等設置費等補
助金（環境保
全課）

事業補助

8,750 ●

太陽光発電システムの補助金交付要
件として、県や近隣市は既築でHEMS
又は蓄電池を設置していることを条
件にしているが、本市では新築・既
築問わず、太陽光発電システム単体
で設置した場合でも補助対象として
いる。また、補助金単価について
は、県や近隣市はキロワット当たり2
万円であるが、本市ではキロワット
当たり2.5万円としており、上限額に
ついても、県や近隣市は9万円のとこ
ろ、本市では10万円である。
さらに、太陽熱利用システムについ
て、県や近隣市は強制循環型のみを
補助対象としているが、本市は自然
循環型・強制循環型共に補助対象と
している。
これらのことから、浦安市は近隣市
に比べ積極的に省エネルギー設備の
導入を推進していることがわかる。

浦安市第２次環境基本計画の一つの基本方針として、「地球にや
さしい低酸素社会を形成する」と位置付けられている。
その施策の一つとして、地球温暖化対策を図るため、「浦安エコ
ホーム事業」を実施し、自ら居住する住宅に太陽光発電システム
や家庭用燃料電池システムなどを設置した方へ設備費の一部を助
成してきた。例えば、太陽光発電システムについては、平成15年
度から補助を開始し、平成28年度までに822件の交付をしており、
地球温暖化対策に寄与している事業である。
しかし、当該事業については、国により平成32年度までに全ての
新築住宅・建築物を対象に省エネルギー基準への適合（ゼロエネ
ルギー住宅）を義務付ける方針が打ち出されていることから、今
後千葉県の動向等も踏まえ、「浦安エコホーム事業」の見直しを
検討する必要がある。
なお、今後さらに、地球温暖化対策を図るためには、集合住宅へ
の助成制度を検討する必要がある。

②
HEMSの補助の廃止

②
担当課「H30年度、
HEMSの補助の廃止」
を実施。
この点については評
価するが、他の補助
項目についても、行
政の役割として、ど
こまで補助すべき
か、また期限の設定
についても検証をす
べきである。

今後、市の交付要綱を改正し県の制度
に合わせる。

当初予算に対する見込み数値より申請
者数の実績が低いことから、広く周知
を図る必要があると考える。

雇用状況の改善や国の方針によって
徐々に状況は変化しており、制度に見
直しが必要な点がないかについては、
常に検証することが必要である。

特別支援学校では、生徒の実習先の確
保が慢性的な課題となっており、常に
新規開拓に取り組んでいる状況であ
る。
今後、実習希望者と実習先の量的バラ
ンスが取れない状況となった場合に
は、補助金によるインセンティブの積
み増しも検討する必要性が出てくる可
能性がある。

太陽光発電システム等については新築
住宅又は住宅の住宅建て替え時に設置
する方が多く、既存住宅への設置は進
んでいない状況であり、新町地域の住
宅開発が一段落することで申請件数も
減少すると思われる。今後は、集合住
宅における省エネルギー設備等（LED
照明設備など）の補助対象の拡充を検
討する。
また、国により平成32年度までに全て
の新築住宅・建築物を対象に省エネル
ギー基準への適合（ゼロエネルギー住
宅）を義務付ける方針が打ち出され、
個々の設備に対する国の補助事業が
年々廃止されている状況である。県も
これに追従していくものと思われるこ
とから、補助制度の内容の検討が必要
である。

国の補助限度額及び補助対象の動向、
社会情勢など考慮し、補助対象や金額
の検討を進める必要がある。

簡易保育所通園児補助金については、
課題は特にないが、今後も、社会情勢
等を注視し支給額等の検討をしていか
なければならない。

認証保育所通園児補助金については、
課題は特にない。対象園が減っている
状況にあり、今後も継続していくには
対象園を考えていく必要がある。待機
児童解消に向けた取り組みとして認証
保育所の新規募集開所を検討している
ところ。

平成2年
度

市内に居住
する障がい
者を職場実
習に受け入
れた事業主

障がい者の職場実習の場が増えることで、
知識や技能の習得により雇用機会の拡大を
図る。

公共職業安定所の斡
旋により、市内に居
住する障がい者を職
場実習に５日以上受
け入れた事業主に対
して、受入実習者１
人につき、20,000円
の奨励金を交付す
る。

平成７年
度

市内に居住
する、60歳
以上の高年
齢者、障が
い者を雇用
する事業主

高年齢者や心身障がい者の雇用機会の拡大
並びに福祉の増進を図ることを目的とす
る。
高齢者及び心身障がい者の雇用機会も厳し
い状況が考えられる事から再就職への手助
けとしての必要性は高い。

市内に居住している
高年齢者や心身障が
い者を雇用する事業
主に対し奨励金を交
付する。

平成２８
年度

介護職員初
任者研修修
了者

介護施設等に係る雇用の確保及び介護保険
サービスの供給の安定

市内介護事業所の職
員が業務に関係する
研修（介護職員初任
者研修課程）を受講
した場合に、その受
講料の助成を行うこ
とにより、技術習得
のための研修受講環
境を整え、介護人材
の確保を図る

平成27年
度

浦安市内の
認可保育所
等に勤務す
る保育士資
格を有して
いない保育
従事者

浦安市内の認可保育所等における保育士資
格を有していない保育従事者の保育士資格
取得を支援し、子どもを安心して育てるこ
とが出来るような体制の整備を図ることを
目的としている。

保育士資格を有して
いない保育従事者に
保育士資格取得支援
補助を行う。

平成21年
度

認証保育所
に通園して
いる児童の
保護者

市内在住の保育に欠ける児童のうち認証保
育所に通園している児童の保護者に対し、
補助金を交付することにより、児童の健全
な育成を図ることや、負担軽減を図ること
を目的とする。

保育を必要とする児
童のうち、認証保育
所に1ヶ月64時間以
上継続して入園して
いる児童の保護者に
対し、交付する。

昭和58年
度

簡易保育所
に通園して
いる児童の
保護者

市内在住の保育に欠ける児童のうち簡易保
育所に通園している児童の保護者に対し、
補助金を交付することにより、児童の健全
な育成を図ることや、負担軽減を図ること
を目的とする。

保育を必要とする児
童のうち、簡易保育
所に1ヶ月64時間以
上継続して入園して
いる児童の保護者に
対し、交付する。

平成17年
度(統合

後)

公認の私立
幼稚園の設
置者（幼稚
園を経由
し、保護者
へ交付）

私立幼稚園に就園する保護者の負担軽減を
図り、幼児教育の振興を推進する。

浦安市内に住所を有
し、公認の私立幼稚
園に在園している満
３歳から５歳の保護
者で定められた基準
に該当する者に対し
て、幼稚園を経由し
て補助金を交付す
る。

平成15年
度（本事
業名称に
変更した
のは平成
21年4月1

日）

・太陽光発
電システム
等（その設
置前におい
て使用に供
されたもの
を除く。）
を自ら居住
し、または
居住しよう
とする市内
の住宅（店
舗棟と併用
するものを
含む。）に
設置する
者。
・太陽光発
電システム
等が設置さ
れた住宅を
自ら居住す
るために購
入する者

地球温暖化の防止、資源の有効活用、エネ
ルギーの有効利用等地球環境の保全を図る
ため。

太陽光発電システ
ム・家庭用燃料電池
システム・リチウム
イオン蓄電システ
ム・エネルギー管理
システム・太陽熱利
用システム・雨水貯
留タンクの設置又は
太陽光発電システム
等が設置された住宅
の購入に要する費用
の一部について、太
陽光発電システム等
を設置する者又は太
陽光発電システム等
が設置された住宅を
購入する者に対し補
助金を交付する。
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交付先 交付の目的・必要性 対象事業の内容 補助金の課題
終了予
定年度

14

浦安市飼い主
のいない猫不
妊去勢手術費
助成金 (環境
衛生課)

事業補助

4,785 ●

国や県の要綱等には特段定めがな
く、近隣市の状況では、市川市、船
橋市においては、団体を対象として
おり、補助限度額は1/3～1/4程度の
補助率となっている。また、習志野
市においては、本市と同様に個人を
対象としているが、市川市、船橋市
同様1/3～1/4の補助率となってい
る。
このように、各自治体の事情により
補助の対象や補助額は様々である。
しかし、ノラ猫問題はどの自治体に
おいても、共通した課題ととなって
いることは事実であり、ノラ猫対策
への取り組みについては、今後も継
続していく必要があると考える。

繁殖・ふん尿・ゴミあさり・鳴き声といったノラ猫の問題は地域
の課題となっており、地域で解決していくことが望ましいと考え
ます。地域猫活動は、ノラ猫の繁殖抑制やふん尿、餌場などの行
動エリアをコントロールし、適正に管理していくことで、地域課
題を解消してく活動であり、地域猫愛護員は、まさに地域の代表
であると認識しています。
愛護員はノラ猫の管理（餌代、手術費以外の医療費、ノミ取り代
等）に係る費用を自ら負担して活動を行っており、「飼い主のい
ない猫不妊去勢手術費助成金」は、愛護員による地域猫活動を持
続させていくためには必要不可欠であると認識しています。
愛護員の中には、ノラ猫の苦情を市に訴えてきた市民が、自ら愛
護員となって地域猫活動に参加したケースもあり、この助成金制
度を活用し繁殖の抑制等に取り組んでいる例もあり、そういった
意味でも本事業の意義は大きいと考えます。

① ①

15

浦安市水洗便
所改造資金融
資あっせん及
び利子補給金
(下水道課)

事業補助

28 ●

特になし 特になし ① ②
低金利の時代の施策
として効果があるの
か見直しが必要であ
る

16

浦安市生活扶
助世帯に対す
る水洗便所改
造費補助金
(下水道課)

事業補助

500 ●

特になし 特になし ① ①

17

浦安市生垣設
置奨励事業補
助金
(みどり公園
課)

事業補助

6,800 ●

特になし 特になし ① ①

18

浦安市保存樹
木指定事業助
成金
(みどり公園
課)

事業補助

3,450 ●

特になし 特になし ① ③
保存樹木の指定の目
的と補助金の交付の
効果に照らし、必要
性から再検討すべき
である

19

擁壁等移設補
助金
（建築指導
課）

事業補助

1,585 ●

特になし 本事業は、主に建築基準法第42条第2項の規定により指定された道
路に面する敷地において、建築物の建替えや増改築等を行う際
に、敷地後退部分の整備や管理方法等についての事前協議を行
い、後退部分における擁壁の撤去築造等を支援する制度であり、
狭あい道路の拡幅整備を進める上で必要な事業であると考えてい
る。今後も、引き続き道路部局との連携を図りながら、狭あい道
路の拡幅整備を進めていきたいと考えている。

① ①

20
木造住宅耐震
改修等補助金
(建築指導課)

事業補助

6,800 ●

特になし 本事業は、今後発生の切迫性が指摘されている首都圏直下型地震
への備えとして、建築物の耐震化を行おうとする市民に対して支
援する制度であり、耐震化促進のためには欠かせない事業と考え
ている。今後は、啓発事業を活発化させ、さらなる周知を図り、
建築物の耐震化を進めていきたいと考えている。

① ①

下水道未接続者で且つ生保受給者であ
る事が条件となり、対象者自体が少な
いこと。受給者の場合、補助金をもら
い水洗化を図る事により、受給金額が
下げられる事を恐れて、申請をためら
うケースもある。

水洗化の普及に伴い、補助対象者の減
少及び当該制度の周知が課題と思われ
ます。

現状では、市川浦安地域獣医師会と
の協議を経て、助成額の上限を定めて
いるが、当該獣医師会に対し、ノラ猫
対策の意義や必要性を理解していただ
き、手術費用の減額や愛護員の実費負
担が抑制できるように要請していきた
いと考えている。

・全国的に耐震化が進んでいない状況
である。
・耐震診断の結果、倒壊の可能性があ
ると判定されても様々な理由から耐震
改修の実施に至らず、改修補助金の活
用に繋がらない。
・耐震化の啓発を引き続き行っていく
必要性がある。

建築行為に伴って、狭あい道路に面し
た敷地の拡幅整備を促進する事業であ
り、市内狭あい道路の解消といった目
的達成までに時間を要する。確認申請
等に際して事業を周知し、確実に後退
をしていただくことが必要である。

特になし

特になし

平成20年
度

浦安市地域
猫愛護員
（市民）登
録者

都市部ではノラ猫による糞尿や庭荒ら
し、発情期の鳴き声などの被害が社会問題
となっており、こういったトラブルの要因
となるノラ猫の繁殖の抑制を目的に、ノラ
猫の不妊去勢手術にかかる手術費用を助成
するもの。また、ノラ猫の行動や習性を利
用し、地域猫愛護員が適正に管理すること
で、市民の生活環境を保持するもの。な
お、市民が、ノラ猫問題を地域課題と認識
してもらうためには、地域猫活動（不妊去
勢を含めた適正管理）を持続的に取り組む
必要がある。

浦安市地域猫愛護
員（市民ボランティ
ア）が、ノラ猫を捕
獲し、不妊去勢手術
を施し、繁殖を抑制
するとともに、これ
らの猫の飼育や排せ
つ物の管理を行うこ
とを「地域猫活動」
といい、同助成金は
地域猫活動の主たる
目的となる、ノラ猫
の繁殖を抑制するた
めに、不妊去勢手術
費を助成するもの。

平成2年
度

処理区域内
における、
家屋所有者
又は所有者
同意を得た
家屋の賃借
人

水洗化への改造工事には、相当の改造資金
が必要となり、水洗化に対する助成策とし
て、市民の負担を軽減するため、融資斡旋
制度（利子補給）を行う事により、水洗便
所の普及促進を図る。

公共下水道処理区域
内で、汲み取り便所
を水洗便所に改造、
または浄化槽を廃止
して公共下水道に接
続させるための工事
費用を指定金融機関
から借り受ける場合
にその利子分を市が
負担する。

昭和61年
度

処理区域内
における、
家屋所有者
である生活
扶助世帯

水洗化への改造義務を負う生活扶助世帯に
対して、水洗化改造経費の補助を行うこと
で水洗化の普及促進を図る。

公共下水道処理区域
内で、生活扶助世帯
が汲み取り便所を水
洗便所に改造、また
は浄化槽を廃止して
公共下水道に接続さ
せるための工事費用
を市が負担する。

昭和53年
度

住宅を目的
とした建物
の用地（マ
ンション等
の共同住宅
は除く）

市と市民が協働し積極的に緑を創出し、併
せてその保全に努め良好な市街地環境を図
るため。
埋め立て造成で市域が約4倍に増えた本市で
は、街づくりを進めていく上で、緑化推進
は重要な背作となっている。また、旧市街
地の密集地では緑が少なくブロック塀を利
用した家屋が多く、防災面からも問題があ
ると言われている。環境面や防災面からも
市民参加による緑化推進が不可欠で、特に
生垣設置は環境面、防災面などの効果の他
緑視的効果として、歩行者への圧迫感を和
らげる事から、生垣設置奨励事業を実施し
ている。

住宅地を目的とした
建物の周囲に設置し
延長が１ｍ以上、樹
木が外部から観望で
きる部分の高さが90
㎝以上、植栽本数は
１ｍにつき３本以
上、などの基準を満
たす生垣の設置を対
象としている。

昭和55年
度

市が定める
基準を満た
す樹木を維
持管理する
団体もしく
は個人

都市における緑の存在は、都市の生活に
とって重要な役割を果たしており、環境保
全や都市景観の形成、ヒートアイランド現
象の緩和などその機能は幅が広く大変大き
なものがある。その中でも市民との協働に
よって市域の美観上、特に優れたものの維
持管理を助成するため。

1.5ｍの高さにおけ
る幹の周囲が1.5ｍ
以上で、かつ、高さ
が15ｍ以上の樹木で
あって植樹後5年以
上が経過し、その樹
容が美観上特に優れ
ているもの。その他
市長が特に必要があ
ると認めるものに対
して一本につき原則
として、年額5,000
円を助成する。

平成15年
度

建築行為等
に係る狭あ
い道路拡幅
整備に関す
る要綱に基
づく協議を
行い、後退
用地の管理
を市が行う
ことを承諾
した者

狭あい道路の拡幅整備を促進し、市街地の
道路環境を改善することで、災害時におけ
る安全の確保を図る。

擁壁の撤去、築造及
び樹木の移設に要し
た経費への助成

平成9年
(診断)

平成20年
度(改修

等)

市内に存ず
る居住の用
に供してい
る昭和５６
年５月３１
日以前に着
工された木
造住宅を所
有し、居住
している者

建築物の安全性の向上を図り、もって災害
に強いまちづくりの推進に資する。

木造住宅の耐震診断
に要する費用への助
成
木造住宅の耐震改修
に係る設計、工事監
理及び改修工事に要
する費用への助成
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補助金
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国県要綱・近隣市補助金との比
較評価

所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性
①現行のまま継

続
②見直して継続

③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

交付先 交付の目的・必要性 対象事業の内容 補助金の課題
終了予
定年度

21

東京オリン
ピック・パラ
リンピック選
手育成補助金
（市民スポー
ツ課）

事業補助

700 ●

他市にはない浦安市独自の事業であ
る。

東京オリンピックパラリンピックが開催されることから、時勢に
あった事業であるといえる。
開催が迫る中で、補助対象者の選定については検討が必要である
と考える。

②
補助対象者や補助金
額について再検討し
たうえで、30年度の
交付対象者の選定を
する

②一人当たりの補助金額の設定理由が不
明確であり、補助金としての性質より
奨励金として交付する方が相応しいと
考える。

平成27年
度

平成31年
度

東京オリン
ピック・パ
ラリンピッ
ク選手育成
補助金交付
要綱

2020年に東京オリンピック・パラリンピッ
クが開催される。この好機を本市スポーツ
の振興に活かす取り組みとして、東京オリ
ンピック・パラリンピック選手育成補助金
を交付する。

交付要綱に該当す
る、スポーツ活動に
おける有望選手のス
ポーツ活動に対して
補助金を交付する。
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５．その他の補助

補助金
の名称

交付開
始年度

補
助
形
態

H
3
0
予
算

国
・
県
補
助
要
綱
に
規
定

の
あ
る
補
助
金

独
自
で
実
施
し
て
い
る
補

助
金

国県要綱・近隣市補助金との比
較評価

所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性
①現行のまま

継続
②見直して継

続
③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

1
自己啓発研修
助成金
(人事課)

事業補助

1,500 ●

近隣市補助金と比較し、本市は職員
の自己啓発における助成の対象を複
数設けている。今後、限られた人材
の中で職員一人ひとりの能力や可能
性を十分に引き出し、活用していく
ため、引き続き職員の自己啓発意欲
の促進を図っていく。

引き続き、職員の自己啓発意欲の促進を図り、市行政の発展に寄
与する人材の育成を推進していく。

① ①

2
浦安市職員互
助会補助金
(人事課)

事業補助

5,260 ●

市川・船橋といった近隣市において
縮小傾向であるものの、県内他市町
村においては本市以上に実施してい
る団体もある状況であり、引き続き
他団体の動向を注視していく。

地方公務法第4２条に「職員の保健、元気回復その他の厚生に関す
る事項について計画を樹立し、これを実施しなければならない」
と定められており、職員の保健、元気回復事業などの福利厚生事
業の実施は、必要なものと考える。 当該補助金については、今
後において県の指導及び近隣市の状況により縮減・廃止を行うこ
とが考えられるが、現行においては適切である。

① ②
互助会事業として、
近隣との比較を通じ
過度に対応している
部分はないかを含め
検証し、会費の範囲
での対応を検討する

3

浦安市立学校
運営費補助金
(保育幼稚園
課)

運営補助

140 ●

近隣市では当該補助事業を行ってい
る自治体はないので、比較はできな
いが、当該補助金を利用することに
より学校運営を円滑に行うことがで
きると考える。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するもので
あり、今後も継続していく。

① ②
担当課「近隣市では
当該補助事業を行っ
ている自治体はない
ので、比較はできな
いが、当該補助金を
利用することにより
学校運営を円滑に行
うことができると考
える。」

★園運営に真に必要
な経費は、市の予算
で計上することも検
討すべき

4

浦安市立学校
校長会等運営
費補助金
(保育幼稚園
課)

運営補助

56 ●

近隣市では当該補助事業を行ってい
る自治体はないので、比較はできな
いが、当該補助金を利用することに
より学校教育の発展に寄与するもの
と考える。

当該補助金については、市内の待機児童の解消に寄与するもので
あり、今後も継続していく。

① ②
任意団体に対する補
助であるため、内容
を精査し、必要経費
であれば事業予算と
しての措置を検討

5
政務活動費
(議会事務局)

事業補助

7,560 ●

特になし 政務活動費は、議員の本分である市政の向上と発展のため、調査
研究活動の一助となっており、今後、議会の機能と役割がさらに
大きくなる中、補助金を交付することで、議会活動の活性化と市
政の健全な発展向上につながるものと考えている。

① ①

6
浦安市立学校
運営費補助金
(学務課)

混合補助
（運営補
助を主と
する）

2,100 ●

近隣で本市の交付項目の一部の補助
を行っている市はあるが、本市と同
様の事業を行っている市はない。

小中学校の学校運営の活性化及び円滑化を図り、また、地域に密
着し開かれた学校経営を図るための経費の一部を補助する事業と
して今後も継続する。

① ③
任意団体に対する補
助であるため、内容
を精査し、必要経費
であれば事業予算と
しての措置を検討

終了予
定年度

交付先 交付の目的・必要性 対象事業の内容 補助金の課題

平成3年
度

※大学院
は平成28

年度

職員 自己啓発研修助成金事業は、職員の自己啓
発意欲と組織の活性化を促進することを目
的としている。

(１)自主研究グループ
目的：市政への参加意識の高揚を図り、

組織の活性化を促進すること
(２)通信教育講座等

目的：能力の開発や知識の向上
(３) 大学院公共政策研究科等受講費

目的：大学院で習得した成果を市政に還
元するとともに、職員の資質向

上の重点的な育成を図る

自己啓発研修助成金に
は、自主研究グループ、
通信教育講座等（公開講
座含む）及び大学院公共
政策研究科等受講費の３
種類があります。

(１)自主研究グループ
（平成3年5月1日より実
施）

概 要：自主的に研修
及び研究を行うグループ
に対する助成

助成額：５万円以内で
市長が適当と認めた額

(２)通信教育講座等（平
成3年5月1日より実施）

概 要：通信教育講座
等の受講料の一部を助成

助成額：受講に要する
経費の4分の3の額（２万
円限度）

(３)大学院公共政策研究
科等受講費（平成28年4月
1日より実施）

概 要：大学院（公共
政策等に係る研究科の課
程）の受講に要する費用
の一部を助成

助成額：入学金及び授
業料の２分の１の額（100
万円限度）

通信教育や大学等公開講座以外に、民
間等開催の講座等、自己啓発の対象事
業が多様化しているため、より利用し
やすい体制づくりを検討していく。

昭和59年

浦安市職員
互助会

市職員の福利厚生の充実を図るため、浦安
市職員互助会の運営に要する経費の一部に
対し、補助金を交付する。

○人間ドック・脳
ドック利用補助
○スポーツ大会
○派遣職員損害保険
料

補助金を縮減、廃止を行う場合に、現
事業の見直し、職員への福利厚生の低
下を考え、補助金のあり方の検討が必
要

平成9年
度

浦安市立幼
稚園６園・
認定こども
園８園

幼稚園・認定こども園の経営の活性化及び
円滑化を図るため

幼稚園・認定こども
園の学校運営に要す
る経費の一部に対し
補助金を交付する。
元々、学務課が一括
所管していた、幼・
小・中学校の当補助
金を平成19年度のこ
ども部創設に伴い、
幼稚園部分の事務執
行が移管された。

課題は特に無いと思われるが、今後と
も補助額が適当であるか検証をしなが
ら行っていく必要があると考える。

平成10年
度

浦安市立幼
稚園・認定
こども園長
会

浦安市立幼稚園・認定こども園長会の運営
に要する経費の一部に対して補助金を交付
し、活動内容の充実を図るため。

学校運営向上のた
め、園長会等の運営
に要する経費の一部
に対して補助金を交
付する。

課題は特に無いと思われるが、今後と
も補助額が適当であるか検証をしなが
ら行っていく必要があると考える。

平成13年
度

会派または
議員

浦安市議会議員の調査研究その他の活動に
資するため、必要な経費の一部として政務
活動費を交付する。

会派または議員への
政務活動費として、
議員１人当たり月額
30,000円を交付す
る。

議員の調査研究の領域は多岐にわた
り、その使途について適正な執行が求
められている。

平成9年
度

浦安市立小
中学校

浦安市立小中学校の運営に要する経費の一
部を補助するものである。その目的は、小
中学校の経営の活性化と円滑化を図るとと
もに、地域に密着し開かれた学校経営を図
るためである。

児童・生徒の香典・
見舞金、学校事故に
関わる関係機関への
謝礼弁償、校外学習
に関わる関係機関へ
の謝礼、緊急事故対
策費および進路対策
経費などである。

現在の補助は妥当であり、今後も継続
が必要である。
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補助金
の名称

交付開
始年度

補
助
形
態

H
3
0
予
算

国
・
県
補
助
要
綱
に
規
定

の
あ
る
補
助
金

独
自
で
実
施
し
て
い
る
補

助
金

国県要綱・近隣市補助金との比
較評価

所属長の総合評価

＜一次評価＞
今後の方向性
①現行のまま

継続
②見直して継

続
③廃止

＜二次次評価＞

財政課評価
①現行のまま継続
②見直して継続

③廃止

終了予
定年度

交付先 交付の目的・必要性 対象事業の内容 補助金の課題

7

浦安市立学校
校長会等運営
費補助金
(学務課)

混合補助
（運営補
助を主と
する）

1,456 ●

船橋市では、船橋市立校長会補助金
交付要綱に基づく補助を行っている
が、教頭会は行っていない。他の近
隣市については、補助金の交付はし
ていない。

小中学校校長会・教頭会、それぞれの活動内容の充実と、学校経
営の向上を図るため、今後も補助金の交付を継続する。

① ③
任意団体に対する補
助であるため、内容
を精査し、必要経費
であれば事業予算と
しての措置を検討

8

浦安市教職員
県外派遣研修
補助金
(指導課)

事業補助

400 ●

近隣では、船橋市と習志野市のみ補
助金を交付して事業を行っている。
１名あたりにかかる諸経費について
は浦安市の補助金額が高く、派遣日
数も多い。

特になし ① ②
担当課：近隣では、
船橋市と習志野市の
み補助金を交付して
事業を行っている。
１名あたりにかかる
諸経費については浦
安市の補助金額が高
く、派遣日数も多
い。
★補助額もさること
ながら、補助として
支出する必要性を再
検討

9

浦安市学校警
察連絡委員会
運営費補助金
(指導課)

運営補助

255 ●

補助金を交付していない近隣市が多
いなか、研修等を通じて教職員の資
質向上を図ったり、生徒指導におけ
る適切な対処を図ったりすることは
児童生徒に対する適切な補導と学校
事故防止への一助となっており、健
全育成に大きく寄与している。今後
も児童生徒の安全にして健全な育成
を図るためのために支援する必要が
ある。

浦安市学校警察連絡委員会を通じて、市内小・中学校・高等学
校、浦安警察署及び関係機関との情報交換や事故防止対策等を行
うことができている。また、関係機関等への視察研修や講師を招
聘して講演会を実施するなどして、教職員等関係者の資質の向上
や意識高揚に努めている。青少年の健全育成の充実やいじめ問題
等の児童生徒を取り巻く諸問題への適切かつ早期対応を図るため
には、学校と警察との連携・協力はより一層必要不可欠なもので
ある。

① ①

10

浦安市立学校
部活動奨励補
助金
(保健体育安
全課）

事業補助

8,426 ●

国・県・近隣市においては、同様の
補助事業を行っていないが、部員保
護者の経済的負担を考慮すると、今
後も現行どおりの実施を継続する必
要があると考えられる。

同補助金は部活動に要する経費を補助することにより、部員保護
者の経済的負担を軽減し、部活動に加入する生徒を相当程度確保
することができる。これにより、部内に部員同士が互いに高め合
う環境がつくられ、県大会等への出場部活動の増加にもつながる
といった好循環の維持が期待できることから、今後も現行どおり
の実施を継続する必要性がある。

① ①

11

浦安市立学校
県大会・関東
大会・全国大
会出場補助金
(保健体育安
全課）

事業補助

4,500 ●

近隣市の市川市・船橋市において同
様の補助事業を行っており、部員保
護者の経済的負担を考慮すると、今
後も現行どおりの実施を継続する必
要があると考えられる。

同補助金は、部活動における上位大会に出場する際の経費を補助
することにより、出場した生徒等に対する賞讃を通じて、部活動
を活性化することができる。また、部員保護者の経済的負担を軽
減することにより、部活動に加入する生徒を相当程度確保するこ
とを可能とし、これにより部内に部員同士が互いに高め合う環境
がつくられ、県大会等への出場部活動の更なる増加にもつながる
といった好循環の維持が期待できる。以上より、今後も現行どお
りの実施を継続する必要があると考えられる。

① ①

12

浦安市小・中
学校体育連盟
運営費補助金
(保健体育安
全課)

混合補助
（事業補
助を主と
する）

2,345 ●

同様の補助金を交付している近隣市
は船橋市。浦安市と比較して、限度
額が1,720,000円高いが、学校数も55
校多い。

学校、保護者等から部活動の充実の
要望が強く、運動部活動の各種大会
を企画・運営する当該事業は、現行
水準の維持が必要と考える。

同補助金は、市内小・中学校の運動部活動を対象とした各種大会
の企画・運営費を補助することにより、部活動の練習成果を発揮
する場を提供し、学校体育の振興に寄与するものである。
これにより、部活動における明確な目標の設定と部員同士が互い
に高め合う環境の構築が可能となり、県大会等へ出場する部活動
の更なる増加にもつながるといった好循環の維持が期待できるこ
とから、今後も現行どおりの実施を継続する必要がある。

① ③
必要性の見直しを
行ったうえで、類似
事業の大会出場補助
金との統合の視点か
ら検討をするべきで
ある。

平成9年
度

浦安市立小
中学校校長
会・浦安市
立小中学校
教頭会

浦安市立小中学校校長会・小中学校教頭会
の運営に要する経費の一部を補助するもの
である。目的は、校長会等において研修活
動を充実させ資質の向上を図り、地域に根
ざした学校経営に生かすことである。また
他市との連携や校長会等の運営の活性化を
図ることである。

校長会では、定期的
に行われる校長研修
会の運営活動費、全
国各地で行われる研
究協議会への参加
費、及び教育関連の
機関誌や書籍代に充
てられる。教頭会で
は、研究図書費、教
頭研修会の運営費、
研究会参加費に充て
られる。

現在の補助は妥当であり、今後も継続
が必要である。

昭和57年
度

派遣教職員
４名

浦安市学校教育推進の中枢となる人材育成
を図るため、教職員の指導力向上、個人研
究深化を目的とする現場研修を助成する。

市立各小・中学校長
及び幼稚園長から推
薦のあった教職員よ
り、３名（平成２７
年度より４名）を選
考基準に基づき選考
し、各自１０日間の
県外先進校での現場
研修を主として行
う。

特になし

昭和57年
度

浦安市学校
警察連絡委
員会

浦安警察署とその管内の小・中学校、高校
との連携を密にし、青少年の健全育成を図
るため、連絡委員会の運営に係る経費に対
し、予算の範囲内において補助金を交付す
る。

児童・生徒の健全な
育成を図るために、
学校と警察が常に連
携をとり、学校事故
の防止に努めるとと
もに、浦安警察署管
内の小・中学校・高
等学校の生徒指導に
関する研修事業を展
開する。

事業内容を検証しながらより効果的な
事業が実施されるよう、見直しのサイ
クルを作っていく必要がある。

平成13年
度

浦安市立中
学校（９
校）

生徒の体力向上や個性の伸長、自主性、責
任感、協調性等の資質や能力を培う教育活
動の一環である部活動を奨励する。

市立中学校の部活動
において必要な経費
の一部を補助する
（補助金額は各中学
校の在籍生徒数に応
じた額（180,000円
＋生徒数×1,700
円）以内）。

特記事項なし

特記事項なし

平成10年
度

浦安市立小
中学校の部
活動で県大
会・関東大
会・全国大
会に出場す
る個人・団
体及び浦安
市小･中学
校部活動指
導者派遣事
業において
派遣されて
いる指導者
（以下、部
活動外部指
導者）※交
付決定等は
学校に対し
て行う。

部活動の成果が結実し、県大会・関東大
会・全国大会の出場権を勝ち得た栄誉を賞
賛し、部活動の益々の活性化を進める。

市立小・中学校の部
活動に所属する児
童・生徒及び部活動
外部指導者が県大
会・関東大会・全国
大会に出場する際の
交通費及び宿泊費を
補助する。

特記事項なし

昭和57年
度

浦安市小・
中学校体育
連盟

市内小・中学校における運動部活動向けの
各種大会を運営する浦安市小・中学校体育
連盟の活動を助成する。

浦安市小・中学校体
育連盟が、市内小・
中学校の運動部活動
向けの各種大会を企
画・運営するために
必要な経費の一部を
補助する。
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